
大阪府子ども総合計画「個別の取り組み」の実施状況
（令和２年度版）

資料２

評価について

各項目に対する評価の考え方は以下の通りです。
◎︓着実に取り組みが進んだ（⽬標達成度100〜80％）
○︓概ね取り組みが進んだ（⽬標達成度79〜50％）
★︓計画通りに進んでいない（⽬標達成度49％以下）



<基本⽅向１ 若者が⾃⽴できる社会>

項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

個別の取り組み１ キャリア教育の充実
取組項目１－（１）学校教育におけるキャリア教育の推進

発達段階に応じたキャリア教育プ
ログラムの普及

すべての中学校区における小・中学校９年間の系統的な全体指導計
画に基づいた取組みの共有の策定を推進します。
中学校における職場体験学習の複数日実施を推進します。

0 0

 研修を通じて「大阪府キャリア教育プログラム」の周知・普及に努め、中学校区に
おけるキャリア教育全体指導計画に基づいた検証を促進した。
 2025年日本博覧会協会との協働で「教育プログラム」を開発し、万博やSDGSの学
習を通じて、世界や地域の課題を見出し、解決に向けた探究学習を進める「ジュニ
アEXPO」に取り組み、その内容について府全体に発信した。
 ９月 中学校進路指導担当者連絡会
 12月 キャリア教育指導者養成研修
 ５、11月 キャリア教育・進路指導担当指導主事連絡会

◎
キャリア教育全体指導計画
に基づいた取組みの共有率

73.3% 共有率100％ 92.8% ◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

工科高校２・３年在籍総生徒
数に対する製造現場で有効
な国家資格・公的資格・民間
資格の取得総件数の割合

0.78件/人
（30年度）

割合の増加をめ
ざす。

0.97件／人
（令和元年度）

◎

工科系大学への進学実績
（大学進学専科）

44.2％
（30年度）

進学率の向上を
めざす。

51.5% ◎

キャリア教育推進モデル事業

社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現して
いくことを促すために教育的働きかけを実践する学校教育における
キャリア教育の開発を行います。
また、すべての児童生徒が自己有用感を高めることができるような
キャリア教育のモデルプランを普及させます。

平成28年度で事業終了
教育庁教育振興
室高等学校課
教育庁私学課

エンパワメントスクール等生徒支援
体制整備事業

エンパワメントスクールにキャリア教育コーディネーター及びスクール
ソーシャルワーカーを配置することにより、当該高等学校に在学する
生徒の就学を支援する。また、生徒一人ひとりの状況をふまえ、卒業
後の社会的自立や社会参加に向けてキャリア教育の推進を図りま
す。

20,290 26,044

これまでの取組みに加え、今年度より、多部制単位制の大阪わかば高校にも配置し
た。
不登校を経験した生徒などに対してより一層きめ細かな対応を行えるよう支援体制
の充実を図った。

◎
教育庁教育振興
室
高校再編整備課

府立高等学校キャリア教育体制整
備事業

進路決定に向けて支援を必要とする生徒の増加に対応するため、高
校３年間のロードマップ作成等を通じて支援内容の充実を図るととも
に、モデル校において、就職した卒業生の職場定着に向けた支援、
状況分析を行うことでキャリア教育のさらなる充実を図ります。

2,277 1,842

高校３年間のキャリア教育ロードマップについては、エンパワメントスクール１校にお
いて作成を開始した。
モデル校における職場定着支援事業については、卒業生が就職した企業に対する
訪問報告会の開催（３回）や、在校生に対するアセスメントを実施した。また、コロナ
禍にも関わらず18社の新規企業開拓に成功した。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課
高校再編整備課

高校生に対する地元企業による会
社説明会の実施を促進

合同求人説明会
就職応募機会の拡大及び、より適切な就職の促進を図り、在校中に
一人でも多くの生徒が内定を得ることを目的とし、事業主と生徒が一
堂に会する場として、合同求人説明会(年２回）を開催します。

0 0 WEB上での動画視聴による合同求人説明会を１１月に実施した。 ◎
府立高校全日制・定時制の
就職内定率

94.3%（30年度）
（全国平均98.2％）

就職内定率全国
水準を目指す

95.3%
（全国平均97.9％）

◎
教育庁教育振興
室高等学校課

産業人材育成協議会
高等職業技術専門校の産業人材育成協議会に出席するなど、連携
を図ります。

0 640

例年７月に実施している、府内の産業系高校が参加する大阪府産業教育フェアで、
各技専校に特別参加いただき、ものづくり体験ブースを設けているが、コロナ禍の影
響によりWeb開催としたため、ブース出展は中止となった。また、例年12月の「北大
阪産業人材育成協議会」総会に出席し、技専校で実施する職業訓練の活性化を図
るための意見交換や、広報活動に関して協議を行っているが、コロナ禍の影響によ
り中止となった。

★
教育庁教育振興
室高等学校課

高等職業技術専門校活性化事業

高校と連携強化を図るため、高校のリソースを活用し、工科高校職員
の機械加工等の技能実習研修及び意見交換等を行う。また、近隣市
及び商工団体等々協力し、ものづくりの面白さを知ってもらうための
講演会等を開催します。

5,228 7,121
【高校等との連携】…校リーフレット表紙の作成、校見学会（高校生の受入れ）
【地域連携】…ものづくり関連企業説明会の実施

◎

商工労働部雇用
推進室人材育成
課

インターンシップや多様な職場体
験の充実

府庁内インターンシップ
大阪府庁内の各所属及び出先機関において、行政事務等の就業体
験の応募を府立学校に募り、参加生徒の職業観・勤労観の向上を図
り、府政に対する理解を深めます。

0 0 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止。 ★
府立高校全日制のインター
ンシップ実施率

67.4%（29年度）
（全国平均88.5%）

府立高校全日制
のインターンシッ
プ実施率 全国水
準をめざす

令和2年度職場実
習・インターンシッ
プ実施状況調査
を実施せず

★
教育庁教育振興
室高等学校課

取組項目１－（２）キャリア教育を通じた産学官連携による産業人材育成の推進

課題解決型授業（PBL）
大学が企業・行政・地域と連携し、それぞれが抱える課題を学生の力
により解決を図り、学生が企業等に解決策を提案します。

0 0
ＰＢＬ実施を促進するため、ものづくり支援課、大阪産業局と連携して大阪製ブランド
の魅力発信をテーマに、関西外大で１講座（毎週）を開催。

◎
商工労働部雇用
推進室人材育成
課

企業人による出前講座
大阪府が企業と大学等の橋渡しを行い、企業の若手社員等が大学
に出向き、学生に対し働き甲斐や仕事の楽しさ等を講義します。

0 0

就職活動期にある学生が職業観や就業観を醸成するため、企業人による出前講座
を実施
・動画配信により実施
 ５大学１２講座延べ1600名受講
・対面＋動画配信により実施
 １大学1講座30名受講（対面10名、動画配信20名）

◎
商工労働部雇用
推進室人材育成
課

小学校・中学校・高等学校・支援学
校における段階的なキャリア教育
の推進

高校と高等職業技術専門校との連
携

大学や経済団体と連携した実践型
キャリア教育

〇

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円) 担当課

工科高校の充実 6,589
工科高校において、高度な職業資格取得に対応した学習内容の充
実を図ります。また、企業実習や技術者の招へいを推進します。

7,259

 府単費で実施する「企業等連携による実践的技能力育成事業」や、厚生労働省の
「若年技能者人材育成支援事業」を活用し、ものづくりマイスターや高度熟練技能士
を学校に招聘している。令和元年度の技能検定合格者数は前年度より18人増の
238人（受験者数は281人）。

◎

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価

教育庁教育振興
室高等学校課

基本方向1－1



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円) 担当課

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価

個別の取り組み２ 若者の就職⽀援
取組項⽬２－（１）若者への就職⽀援の強化

求職者を対象とした職業訓練（高
等職業技術専門校）

府内の高等職業技術専門校（4校）において、求職者を対象とした職
業訓練を実施します。

446,650 547,220 受講者数 510名 就職者数 412名 就職率 91.8％ ◎ 就職率
90.5%
（30年度）

80.0% 91.8% ◎
商工労働部雇用
推進室人材育成
課

離職者等再就職訓練（民間委託訓
練）

民間教育訓練機関に委託して、離職者等を対象とした職業訓練を実
施します。

1,036,602 1,277,632

離職者等再就職訓練・デュアルシステム訓練
 年間定員：5,210人
 コース数：194コース
 受講者：3,468人

○

商工労働部雇用
推進室人材育成
課

若者（求職者）の就職支援

若者が自分に合った就職ができるよう、キャリアカウンセリングや就
職セミナーなど若者のキャリア形成支援を行います。また、施設内に
設置したハローワークコーナーの豊富な求人情報を活用し、その人
に応じたミスマッチの少ない求人情報を提供します。

OSAKAしごとフィールドの若年者（34歳以下）の
利用者数（延べ）：5,309 人
新規登録者数 ：8,454 人
就職者数    ：1,587人

○
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

就職支援希望カード

高校中退時及び卒業時に就職を希望しながら未就職だった生徒で
「就職支援希望カード」を教育委員会に提出された方に対して、定期
的にＯＳＡＫＡしごとフィールドや地域若者サポートステーション等の
就職支援事業の案内などの就職支援を行っています。

「就職支援希望カード」登録者20名に対し、ＯＳＡＫＡしごとフィールドや地域若者サ
ポートステーション等の就職支援事業の案内などの就職支援を実施。

○
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

若年女性を対象とした人材育成プ
ログラムの活用

「人材育成プログラム」の活用
働く技能はあるものの、安定して働き続けることができない若年女性
の再就職支援のため「採用され、働き続ける」能力をつける「人材育
成プログラム」を活用し、女性の定着支援を行います。

（132,085の内数） （145,996の内数）

女性が採用され働き続けるための力を身につける「人材育成プログラム」を活用した
セミナーを実施
実施回数：8回
参加者数：91人

◎
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

取組項⽬２－（２）就労・進路選択に悩みを抱える若者への⽀援

ＯＳＡＫＡしごとフィールド等による
支援など

若年無業者等の就職支援

OSAKAしごとフィールド（大阪府地域若者サポートステーションなど）
において、働くことなどに悩みを持つ若者に対し、キャリアカウンセリ
ングや職場体験等を通じた就職支援を行います。
また、府内８カ所に設置されている地域若者サポートステーションに
対し、助言や情報提供を行い、地域拠点における支援体制の強化を
図ります。

546,020 424,973
大阪府地域若者サポートステーションのキャリアコンサルタントなどによる専門的な
相談、コミュニケーション訓練などによるステップアップ、協力企業での就労体験など
により、就労に向けた支援を実施

○
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

取組項目２－（３）障がい者の雇用促進と就労支援・定着支援

障がい児の進路選択支援事業

障がい児が支援学校等（府立支援学校高等部、府立高等学校知的
障がい生徒自立支援コース・共生推進教室）在学中の夏休み等に、
就労移行支援事業所を利用した短期間の就労体験を受けることで、
卒業後の進路選択を支援し、障がい児の自立を促進します。

平成27年に廃止
理由）平成２７年3月３１日付け障発０３３１第１９号で厚生労働省から「介護給付費等
の支給決定等について」の一部改正等が行われ、就労系障害福祉サービスの利用
に係るアセスメント等の経過措置期間が廃止され、平成27年4月１日から本格実施さ
れたことから、その内容を整理する必要が生じたため。

福祉部障がい福
祉室自立支援課

庁内職場実習の受入れ
福祉施設利用者及び支援学校等の生徒を対象とした府庁での事務
作業等を通じた職場実習を実施します。

0 0
例年通り実施を予定していたが、新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を
鑑み中止にいたった。

★
支援学校の生徒の庁内職
場実習の受入れ

15校
（30年度）

高等部のある支
援学校より各1名
(令和元年度対象
校42校）

0校
（未実施）

★
福祉部障がい福
祉室自立支援課

障がい者就業・生活支援の拠点づ
くりの推進（障害者就業・生活支援
センター事業）

障がい者の就労支援及びこれに伴う生活支援を一体的に提供するこ
とにより、障がい者の職業生活における自立を図ります。

135,603 112,518

障がい者の地域生活及び就労の安定と福祉の向上を図るため、障害者就業・生活
支援センター事業（生活支援等事業）を社会福祉法人等に委託して実施した。
コロナ禍ではあったが、71,723件の相談・支援、985名の障がい者の就職につながっ
た。
【令和２年度補助対象法人】
１８法人

◎

福祉部障がい福
祉室自立支援課
課

ＩＴを活用した就労の促進（大阪府Ｉ
Ｔステーション就労促進事業）

障がい者がＩＴを活用して就労できるようＩＴ講習等の訓練のみならず、
相談や就労支援を行い、就労をめざす障がい者と障がい者雇用を検
討している企業をマッチングさせる役割を持つ「障がい者の雇用・就
労支援拠点」として障がい者の就労促進を図ります。

83,755 83,602

大阪府ＩＴステーションにおいて、就労に向けたＩＴ講習・訓練を実施するとともに、障
がい者の雇用・就労の支援拠点として事業を展開した。また、移動が困難で支援機
器を活用することにより意思疎通が可能となる重度の障がい者を対象に支援機器
の相談や操作指導を行うIT支援を実施した。市町村等が実施する基礎的なIT講習
会について、必要に応じて大阪府が養成したITサポーターを派遣し、市町村での開
催を支援した。

◎
福祉部障がい福
祉室自立支援課

知的障がい者、精神障がい者の
チャレンジ雇用の推進（大阪府
ハートフルオフィス推進事業）

知的障がい者、精神障がい者を非常勤職員として雇用し、社会福祉
を専門とする職員等のもとで、障がい特性に合った事務補助業務を
経験することにより、一般就労移行を支援します。

72,104 90,540

 公務労働分野において、国が示すチャレンジ雇用の趣旨を踏まえ、一般就労を目
指す知的障がい者及び精神障がい者を大阪府が非常勤作業員として期限付き（最
長2年7ヶ月）で雇用し、府庁での実際の業務経験が民間企業への就職やその後の
職場定着に結び付くよう支援している。令和２年度は、雇用期間満了前の作業員１
名が早期の就職を果たした。

◎ 就職者数
10人

(30年度)
10人

（令和元年度）
８人 ◎

福祉部障がい福
祉室自立支援課

546,020 424,973

求職者を対象とした就労支援の充
実

ＯＳＡＫＡしごとフィールドによる支
援等

障がい者を対象とした就労支援の
充実

〇

基本方向1－2



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円) 担当課

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価

精神障がい者の社会参加の促進
（精神障がい者社会生活適応訓練
事業）

精神障がい者が一定期間、協力事業所に通い、就労訓練を通じて社
会生活を送るための適応力を養うことにより社会的自立を促進しま
す。

2,822 6,892

精神障がい者の社会参加を進めるため、理解ある協力事業所での実習を通して社
会生活適応のための訓練を実施している。
【事業実績】
訓練生数 ２１人
支援機関数 １３事業所
協力事業所数 １５事業所
年間総訓練日数 ８４６日

○
福祉部障がい福
祉室自立支援課

障がいのある求職者を対象とした
職業能力開発（大阪障害者職業能
力開発校など）

大阪障害者職業能力開発校及び府立高等職業技術専門校、特別委
託施設において、障がいのある方を対象とした職業訓練を実施しま
す。

889,264 1,085,195 受講者数 286名 就職者数 197名 就職率 77.9％ ◎ 就職率
90.5%
（30年度）

80.0% 77.9% ◎
商工労働部雇用
推進室人材育成
課

障がい者雇用促進センターの運営
施策の情報提供や職域開拓等の相談・助言、また、特例子会社の設
立についてのサポートを行い、障がい者雇用に取り組む企業を支援
します。

17,249 27,327 ハートフル条例対象外の障がい者雇用に取り組む企業への支援 65件（戸別訪問） ○
府内民間事業主の実雇用
率

2.08%
(元年度)

2.3% 2.12% ○

商工労働部雇用
推進室就業促進
課

精神・発達障がい者等の職場定着
支援（人事担当者のための精神・
発達障がい者雇用アドバンス研修
事業・精神・発達障がい者を中心と
した職場体験受入れマッチング支
援事業）

精神障がい者雇用企業での体験研修やセミナー受講等を通じて、障
がい特性に対する理解と職場内での協力体制を構築するなど、企業
の受入れ環境を整備することにより、精神障がい者及び発達障がい
者の雇用の促進や職場定着の向上を図ります。

10,767 9,539

【人事担当者のための精神・発達障がい者雇用アドバンス研修】
 初級研修１回、中級研修２回、Web研修（中級）配信。58社・79名参加
【精神・発達障がい者を中心とした職場体験受入れマッチング支援】
 出展企業50社、参加者339名、職場体験116回

○

商工労働部雇用
推進室就業促進
課

精神・発達障がい者等の職場定着
支援（精神・発達障がい者雇用管
理普及事業）

雇用する精神障がい者等のセルフコントロールを積極的にサポート
できる雇用管理手法の普及を進め、企業の定着支援能力を強化する
ことにより精神障がい者及び発達障がい者の職場定着の向上を図り
ます。併せて導入した雇用管理手法の効果検証を実施し、定着支援
手法の改善を図ります。

0 0 セミナー参加：40社、58名 ○
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

大阪府障害者の雇用の促進等と
就労の支援に関する条例（ハートフ
ル条例）の運用

大阪府と契約関係等にある事業主に対して、法定雇用率の達成を働
きかけるとともに、障害者雇用促進基金（大阪ハートフル基金）の設
置などにより、企業の取り組みを支援し、障がい者雇用を促進しま
す。

17,249
（再掲）

27,327
（再掲）

達成状況報告書提出件数 113件（うち達成49社、未達成64社）
【改正ハートフル条例の施行（令和2年9月1日）】
・第24条関係（法定雇用率未達成の特定中小企業主（府内にのみ事務所・事業所を
有する常用雇用労働者45.5人（R3.3.1より43.5人）以上100人以下の事業主対象）
雇用推進計画書作成等支援件数 256件

○
府内民間事業主の実雇用
率

2.08%
(元年度)

2.3% 2.12% ○

商工労働部雇用
推進室就業促進
課

大阪府障がい者サポートカンパ
ニー制度の実施

障がい者の雇用や就労支援を積極的に実施する企業等の登録を募
り、取り組みの周知を通じて障がい者の雇用と就労支援を推進しま
す。

17,249
（再掲）

27,327
（再掲）

・福祉部・商工労働部・教育庁で連携し、障がい者雇用や職場実習、障がい者就労
施設等からの物品等の調達推進に積極的・先駆的に取り組む事業主を登録し、そ
の取り組みのＰＲを行うことで、障がい者の就労支援や雇用の拡大を図った。
・ハートフル条例対象外の障がい者雇用に取り組む企業への支援 82件（戸別訪
問）

○ 登録企業数
217社

(30年度)
300社 161社 ○

福祉部障がい福
祉室自立支援課
商工労働部雇用
推進室就業促進
課
教育庁教育振興
室支援教育課

障がい者雇用促進センターの運営
（再掲）

施策の情報提供や職域開拓等の相談・助言、また、特例子会社の設
立についてのサポートを行い、障がい者雇用に取り組む企業を支援
します。(再掲)

17,249
（再掲）

27,327
（再掲）

ハートフル条例対象外の障がい者雇用に取り組む企業への支援 65件（戸別訪問） ○
府内民間事業主の実雇用
率（再掲）

2.08%
(元年度)

2.3% 2.12% ○
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

大阪府障害者の雇用の促進等と
就労の支援に関する条例（ハートフ
ル条例）の運用(再掲)

大阪府と契約関係等にある事業主に対して、法定雇用率の達成を働
きかけるとともに、障害者雇用促進基金（大阪ハートフル基金）の設
置などにより、企業の取り組みを支援し、障がい者雇用を促進しま
す。(再掲)

17,249（再掲）
27,327
（再掲）

達成状況報告書提出件数 113件（うち達成49社、未達成64社）
【改正ハートフル条例の施行（令和2年9月1日）】
・第24条関係（法定雇用率未達成の特定中小企業主（府内にのみ事務所・事業所を
有する常用雇用労働者45.5人（R3.3.1より43.5人）以上100人以下の事業主対象）
雇用推進計画書作成等支援件数 256件

○
府内民間事業主の実雇用
率（再掲）

2.08%
(元年度)

2.3% 2.12% ○
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

大阪府障がい者サポートカンパ
ニー制度の実施(再掲)

障がい者の雇用や就労支援を積極的に実施する企業等の登録を募
り、取り組みの周知を通じて障がい者の雇用と就労支援を推進しま
す。(再掲)

17,249
（再掲）

27,327
（再掲）

・福祉部・商工労働部・教育庁で連携し、障がい者雇用や職場実習、障がい者就労
施設等からの物品等の調達推進に積極的・先駆的に取り組む事業主を登録し、そ
の取り組みのＰＲを行うことで、障がい者の就労支援や雇用の拡大を図った。
・ハートフル条例対象外の障がい者雇用に取り組む企業への支援 82件（戸別訪
問）

○ 登録企業数（再掲）
217社

(30年度)
300社 161社 ○

福祉部障がい福
祉室自立支援課
商工労働部雇用
推進室就業促進
課
教育庁教育振興
室支援教育課

就労を通じた社会的自立支援の充
実

企業における障がい者の雇用機
会の拡大

障がい者を対象とした就労支援の
充実

基本方向1－3



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円) 担当課

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価

個別の取り組み３ ⼦ども・若者が再チャレンジできる仕組みづくりの推進
取組項⽬３－（１）困難を有する⻘少年に対する市町村と連携した地域⽀援ネットワークの構築

市町村による支援ネットワークの構
築の促進

市町村において子ども・若者への支援が効果的に行われるよう、福
祉、医療、労働、教育等の関係機関や民間支援団体の連携を促進す
ることなどにより、市町村における子ども・若者支援地域協議会等の
ネットワーク構築を支援します。

316 451

市町村において、ひきこもり青少年へのアウトリーチなど重層的な支援ができるよ
う、市町村と支援のノウハウを持つ民間支援団体の意見交換会を実施。
市町村職員のための広域連携勉強会や青少年のひきこもり支援を先行して実施し
ている市と共同し、「ひきこもりUX女子会in6市」を開催するなど、市町村における協
議会の設置等支援ネットワークの構築や取組強化を支援。

◎
政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

ひきこもり支援に携わる人材の養
成研修の実施

ひきこもり等困難を有する青少年を支援につなぐ体制整備のため、
市町村の支援従事者に対して研修会を実施します。

550 550
ひきこもり支援に携わる人材の養成研修の開催
・研修実施回数：5回、研修受講者数：212人（のべ人数）

◎
政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

取組項⽬３－（２）⾼校の中退・不登校に対する対策の強化

〇
困難を有する生徒の支援に関わる
関係機関の連携強化

課題を抱える生徒フォローアップ事
業

高校内にNPO等の民間支援機関のほか、福祉や労働等の関係機関
による居場所を設置し、生徒や家庭に対して支援を行う体制を構築
するとともに、生徒の安心できる居場所を開設し、中退や不登校を防
止します。

29,999 27,444

NPO等民間支援団体が府立高校14校に居場所を設け、そこで受けた相談をもとに
校内体制や外部の専門機関につなぐなどして、中退・不登校防止に向けた取組みを
実施した。
延べ6,500人を支援

◎
教育庁高等学校
課

取組項目３－（３）ひきこもりの相談支援

〇 ひきこもりの相談支援 ひきこもり地域支援センター事業

ひきこもりの状態にある本人・家族等からの電話相談を実施し、相談
内容に応じて適切な支援機関につなぎます。また、ひきこもり支援者
に対する後方支援として、市町村や関係機関に対し支援方法に関す
る技術支援を実施します。

6,895 9,001

府民からの直接の電話相談に応じるとともに、ひきこもりに関する相談を受けている
関係機関に対して、精神保健医療福祉の専門性を活かしたコンサルテーションを実
施。

（相談対応件数）
直接電話相談：488件
相談支援機関支援件数：448件

◎
福祉部障がい福
祉室生活基盤推
進課

個別の取り組み４ 若者が⾃らの意思で将来を選択できる取り組みの推進
取組項⽬４－（１）若者が⾃らの意思で将来を選択できる取り組みの推進

〇
大学等との連携による若者のライ
フデザインへの理解の促進

ライフデザイン講座の実施
結婚、妊娠、出産、子育て等に関する幅広い知識や、仕事と子育て
の両立等に関する実例を知る機会を大学生等に提供します。

0 0
婚活イベントとあわせたセミナーを実施予定であったが、R2年度については、コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため開催を中止

○
福祉部子ども室
子育て支援課

朝食欠食率（15歳～19歳） 17.5%
（平成27-29年 平均）

5%以下
（令和5年度）

15.9%
(平成28-30年平均）

○

野菜摂取量（15歳～19歳） 213g
（平成27-29年 平均）

350g以上
（令和5年度）

233g
(平成28-30年平均）

○

取組項目４－（２）結婚を希望する人の希望が実現するための取り組みの推進

〇
結婚を希望する人を支援する取り
組みの広報・啓発

切れ目のない支援のためのポータ
ルサイトの運営

結婚・妊娠・出産・子育て支援ポータルサイトを運営し、結婚から子育
てまでのライフステージにおいて切れ目ない支援を行います。

0 0 市町村が実施する事業をサイト上で紹介 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

〇 結婚を応援する機運の醸成 ネットワークの構築

出会いの場の創出や、結婚支援方策の充実等を図るためのネット
ワークを、府内の市町村や商工会議所等と形成し、イベントの共同開
催や事例・ノウハウの共有を実施し、後押しが必要な層への働きかけ
を実施。

0 0
コロナウイルス感染症拡大防止のため書面開催（令和３年３月30日）

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

〇 出会いの機会の創出 婚活イベントの実施
関係部局と連携し、民間のノウハウや資金を活用し、市町村・企業・
団体等との協働によりイベントを実施するなど、様々な出会いの創出
に向けた取組を図る。

0 0
婚活イベントとあわせたセミナーを実施予定であったが、R2年度については、コロナ
ウイルス感染症拡大防止のため開催を中止

○
福祉部子ども室
子育て支援課

市町村による支援ネットワークの
構築

〇

健康医療部健康
推進室

健康づくり課
2,149

①府ホームページでの情報発信
 各保健所が高校と連携して作成した食育プログラムをホームページに掲載 （11事
例）
②大学と連携した普及啓発
 管理栄養士養成施設と連携し、若い世代の食生活改善に向けた事業を検討

○高校・大学での食育の推進
高校生・大学生等の生活習慣病予
防対策

・高等学校において、主体的かつ継続的に食育が取り組まれるよう、
家庭科や保健の授業、部活動等での食育事例の紹介や指導教材の
提供等を行う。
・大学等や企業と連携したV.O.S.メニューやキャンペーン等の普及啓
発を行う。

1,091

基本方向1－4



<基本方向２ 子どもを生み育てることができる社会>

項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

個別の取り組み５ 安心して妊娠・出産できる仕組みの充実
取組項⽬５－（１）周産期医療体制の整備

周産期母子医療センター運営補助
事業

府内の周産期医療体制の充実を図るため、ハイリスク妊産婦及びハ
イリスク新生児に対し、高度な医療を提供する周産期母子医療セン
ターの運営に対し補助を行います。

640,623 1,044,221
総合周産期母子医療センター6か所、地域周産期母子医療センター16か所、計22か
所に補助金を交付した。

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

周産期緊急医療体制整備事業
総合周産期母子医療センターを中心とする母体・胎児から新生児ま
で一貫した高度な周産期医療を提供できる体制の整備・運営を行い
ます。

17,136 17,647
一般社団法人大阪府医師会に委託し、周産期医療情報システムの運営、周産期医
療従事者の研修2回、新生児蘇生講習会4回を実施するなど、周産期緊急医療の効
果的な体制整備を図った。

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

周産期緊急医療体制コーディネー
ター設置事業

母体や胎児が危険な状態にある妊婦を集中治療施設を有する専門
医療機関に緊急搬送する際に、速やかに適切な医療が受けられる医
療機関に搬送するため、コーディネーター業務をおこなう専任医師
を、大阪母子医療センターに配置します。

39,024 38,639
大阪母子医療センターにコーディネータ―業務を委託し、夜間・休日に非常勤の専
任医師を配置した。（コーディネート件数99件）

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

取組項目５－（２）すこやかな妊娠と出産

「にんしん SOS」相談事業
予期せぬ妊娠等に悩む人に対し、相談や保健・医療・福祉機関等へ
の連絡、サービスの紹介など、情報提供と必要な支援に繋ぐことによ
り、妊婦の孤立化を防ぎます。

7,630 7,698

・メール・電話による相談を受理：相談対応件数 実人数927件 延人数2,717件
相談内容により、必要時、医療、保健、福祉機関への連絡やサービスの紹介を行っ
た。
・ホームページの運営。
（大阪府母子医療センターに委託）

◎ 相談件数
1,739件
（30年度）

望まない妊娠等で
悩む人が必要な
支援を受けるため
の、適切な応対が
できている

2717件 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

妊婦健診の未受診や飛び込みに
よる出産等対策事業

妊婦健診の未受診や、医師や助産師を介しない自宅出産、飛び込み
による出産等のいわゆるハイリスク妊婦について、その未然防止や
出産前後の保健医療等における支援体制の構築等の対策を講じま
す。

510 510

府内の分娩医療機関に調査を実施。未受診や飛び込み出産による出産調査の結
果、本調査の未受診の該当する妊婦192 人
市町村研修会で結果報告.福祉部と協同で策定した「妊娠期からの子育て支援のた
めのガイドライン」の活用についても周知した。
（大阪産婦人科医会に委託）

◎
妊婦健診の未受診・飛び込
み出産の数

285件
（30年度）

30年度件数より減
少をめざす

192件 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

一次救急医療ネットワーク整備事
業（産婦人科救急搬送体制確保事
業）

「かかりつけ医のいない未受診妊産婦」等夜間・休日における産婦人
科の救急搬送について、大阪府内を３つの地域に分け、当番制によ
り受入病院を確保することにより、一次的に対応する体制を整備しま
す。

122,291 127,625 夜間・休日の当番病院における受入実績 808件 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

不妊・不育総合対策事業
不妊・不育に関する相談や情報提供を行い、不妊・不育に悩む人々
の身体的、精神的負担の軽減と支援を図ります。

11,802 25,712
不妊・不育に悩む方々の身体的、精神的負担の軽減と支援を図るため、不妊・不育
に関する相談や情報提供を行った。

◎ 相談件数
268件
（30年度）

不妊や不育に悩
む人が必要な支
援を受けるため
の、適切な応対が
できている

443件 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

特定不妊治療費助成事業
保険が適用されず高額となる特定不妊治療に要する費用の一部を
助成することにより、不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図りま
す。

453,222 1,452,000
不妊に悩む夫婦に対し、治療費の助成を行い、経済的負担の軽減を図った。また、
令和３年１月１日以降に治療が終了した方への助成金額増額等制度拡充を実施し
た。

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

子育て世代包括支援センターの設
置促進

全ての妊産婦と乳幼児の状況等を包括的かつ継続的に把握し、相
談・支援プランの策定や関係機関との連絡調整を行う「子育て世代包
括支援センター」の全市町村における設置を促進するため、人材育
成研修や情報交換のための連絡会を開催します。

292 396

「子育て世代包括支援センター」の全市町村における設置を促進するため、人材育
成研修を開催した。研修1回実施・延97人参加。
新型コロナ感染状況を鑑み情報交換のための連絡会は、行わず。事業実施状況に
ついて市町村調査を行いまとめをフィードバックした。
令和3年4月時点で、全市町村が子育て世代包括支援センター設置済み。

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

妊娠・出産包括支援推進事業

身近に相談できる者がいないなど、支援を受けることが適当と判断さ
れる妊産婦及びその家族に対する相談支援を行い、家庭や地域で
の妊産婦等の孤立感の解消を図る「産前・産後サポート事業」や、産
後１年以内の母子への心身ケア・育児サポートを行う「産後ケア事
業」等について、連絡調整会議や研修等を実施し、市町村における
実施体制の整備を支援します。
なお、「産前産後サポート事業」には、孤立しやすく、産前・産後で育
児等の負担が多い多胎妊産婦を支援するための「多胎ピアサポート
事業」や「多胎妊産婦サポーター等事業」を含みます。

292 396
研修1回実施、市町村連絡会１回実施。事業についての理解促進を図った。延178
人参加。

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

産婦健診の実施促進

産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため、産後間もない
時期の産婦に対する産婦健康診査について、連絡会の開催や実施
要綱、スキームのひな型の提供等により未実施市町の実施が進むよ
う支援します。

292 396

未実施市には実施に向けた相談に応じ、適宜要綱やスキームのひな型を提供する
など支援。
新型コロナ感染状況を鑑み情報交換のための連絡会は、行わず。事業実施状況に
ついて市町村調査を行いまとめをフィードバックした。
令和3年1月時点で産婦健診は28市町村が実施。

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

周産期医療体制の整備

ハイリスク妊婦への支援

不妊・不育に悩む夫婦への支援

妊娠期から子育て期にわたる切れ
目のない支援

〇

〇

〇

〇

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

基本方向2－1



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組み６ 家庭と地域がともに養育⼒を⾼める仕組みの構築
取組項目６－（１）親子の育ちを応援し、子育て家庭を地域で支える仕組みの構築

利用者支援事業
子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育・保健その他の
子育て支援の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、
関係機関との連絡調整等を実施する事業を推進します。

270,075 241,462 151か所 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

一時預かり事業

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼
児について、主として昼間において、保育所、幼稚園、認定こども園
その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業を
推進します。

826,930 988,193 延べ利用児童数  2,473,034（人日） ○
福祉部子ども室
子育て支援課

地域子育て支援拠点事業
乳幼児やその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ
いての相談、情報の提供などの援助を行います。

1,084,568 1,158,320 43市町村449箇所で実施 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

ファミリー・サポート・センター事業
児童の預かりの援助を受けたい者と当該援助を行いたい者との相互
援助活動に関する連絡・調整を行うファミリー・サポート・センター事業
を推進します。

68,988 76,319 38市町で実施 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

養育支援訪問事業
養育を支援することが特に必要と認められる家庭を訪問し、養育が
適切に行われるよう、養育に関する相談、指導、助言その他必要な
支援を行います。

36,405 38,729 43市町村で実施 ◎
福祉部子ども室
家庭支援課

要保護児童対策地域協議会
要保護児童対策地域協議会の機能強化を図るため、調整機関職員
やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関
間の連携強化を図る取り組みを実施する事業を推進します。

39,797 40,674
・子どもを守るネットワーク強化事業の実施（41市町村で実施）

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

延長保育事業
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外
の日及び時間において、認定こども園、保育所等において保育を実
施する事業を推進します。

336,367 461,817 実利用児童数       55,200人 ○
福祉部子ども室
子育て支援課

病児保育事業
保護者の就労等で、自宅保育が困難な病気の児童について、保育
所、認定こども園、病院、診療所、その他の場所において、保育を行
う事業を推進します。

885,468 935,567 延べ利用児童数  112,517人日 ○
福祉部子ども室
子育て支援課

放課後児童クラブ（放課後児童健
全育成事業）

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童
に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適
切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業を推進
します。

3,421,545 3,789,081 利用者数：67,820人 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

子育て短期支援事業（ショートステ
イ事業・トワイライトステイ事業）

保護者の疾病、出産、恒常的な残業等の理由で一時的に児童の養
育が困難になった場合に、児童養護施設等において、一定の期間、
養育・保護する事業を推進します。

4,233 8,630
ショートステイ事業：42市町207箇所で実施
トワイライトステイ事業：27市町村70箇所で実施

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

乳児家庭全戸訪問事業
すべての乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情報の提供並び
に乳児及びその保護者の心身の状況・養育環境の把握を行うほか、
養育についての相談に応じ、助言その他の援助を行います。

80,228 82,502
全市町村が乳児家庭全戸訪問を実施
訪問家庭件数 51,118件

◎
健康医療部保健
医療室
地域保健課

高齢者による子育て支援の推進

子どもに対する遊びの指導、安全確保などを通じた、高齢者による子
育て支援活動の機会が広がるよう、市町村関係機関へ子育て支援に
関心がある高齢者の情報提供等に努めます。
また、公益社団法人大阪府シルバー人材センター協議会等を通じ、
府内各市町村のシルバー人材センターによる子育て支援の取組み
の推進等を働きかけます。

6,921 8,605

放課後児童支援員認定資格研修修了者のうち、65歳以上の修了者数：54名

公益社団法人大阪府シルバー人材センター協議会における「育児支援サービス受
注件数」は312件。

○

福祉部子ども室
子育て支援課
福祉部高齢介護
室介護支援課

幼児期からの生活習慣確立支援
幼児期からの生活習慣の確立支
援（生活リズム向上キッズ大作
戦！事業）

子どもの家庭での生活状況を親子で一緒に確認するチャレンジカー
ドや、生活習慣の重要性を理解するためのリーフレットにより、幼児
期からの生活習慣の定着を図ります。

0 0
幼児期に基本的な生活習慣を身につけるための取組みを支援する啓発用リーフ
レット等を府HPにて周知

○
福祉部子ども室
子育て支援課

より多くの保護者や児童・生徒が
親学習に参加できる場づくりの促
進

教育コミュニティづくり推進事業（家
庭教育支援）

より多くの保護者や児童・生徒が親学習に参加できるよう、市町村や
関係機関と連携して親学習の機会の提供を促進します。

33,635 57,958

新型コロナウイルス感染症の影響により親学習の実施を見合わせた市町村が多く
あった。感染症対策を講じ、可能な範囲で、大人（保護者）に対する親学習を実施さ
れた。
府では、親学習に係る研修会、交流会を（3回）実施し、内容充実、実施促進に努め
た。

★
大人（保護者）に対する親学
習を小学校数以上実施した
市町村

24／41市町村(30
年度)
（政令市を除く）

全市町村
（政令市を除く）

9／41市町村
（政令市を除く）

★
教育庁市町村教
育室地域教育振
興課

教育コミュニティづくり推進事業（家
庭教育支援）

子育てに不安や負担感を持ち、地域から孤立しがちな保護者・家庭
に対し、地域人材で構成される家庭教育支援チームが学校や保健・
福祉等の関係機関と連携して実施する訪問型の支援を促進します。

33,635 57,958
市町村において、家庭教育支援チームによる訪問型支援が実施された。
府では、訪問支援に係る研修会、情報交流会（3回）を実施し、活動の普及啓発に努
めた。

◎
訪問型家庭教育支援を実施
した市町村

17市町村
（30年度）

訪問型家庭教育
支援を実施する市
町村の増加

18市町村 ◎
教育庁市町村教
育室地域教育振
興課

障がい児とその保護者に対する相
談支援の充実

指定障がい児相談支援事業所が確保されるよう市町村に対して働き
かけます。

0 0 障がい児相談支援事業所のある市町村数：42市町村 ◎
障がい児相談支援実施市町
村数

41市町村
43市町村
（令和2年度）

42市町村 ◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

子育てに不安や負担感を持ち、地
域から孤立しがちな保護者・家庭
に対する訪問や相談等の支援の
促進

地域における子育て支援とその情
報提供の充実（地域子ども・子育て
支援事業）

〇
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食に関するボランティア等の食育
活動支援

地域において府民の生活に密着した活動を行っている地域活動栄養
士会や大阪府食生活改善連絡協議会等の食育活動を支援するとと
もに、管理栄養士・栄養士養成施設等の学生による地域での食育ボ
ランティア活動が拡大するよう支援する。

0 279
①食生活改善推進員リーダー研修会の実施
 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止
②管理栄養士養成施設と連携し、若い世代の食生活改善に向けた事業を検討

★
食育推進に携わるボランティ
アの人数

5,622人
（28年度）

増加
（令和5年度）

5,663人
（令和元年）

○
健康医療部健康
推進室
健康づくり課

大阪府中央卸売市場における食育
の推進

府内食品流通基地の拠点である中央卸売市場において、食育の推
進を図ります。

0 0
新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、「市場見学」は実施していません。
また、令和３年度の「市場開放デー」は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の
観点から、関係者、来場の安全を第一に考慮した結果、中止となりました。

★
環境農林水産部
中央卸売市場

保育所における食育の取組支援

市町村等関係機関と連携し、保育所に対する食事プロセスの普及啓
発や、食事提供関係者を対象とする研修会の開催等を通じて、食育
に関する情報提供等を行うことにより、保育所における食育の取り組
みを支援します。

18 0

令和２年度 児童福祉施設研修（食事提供関係）WEB研修会の開催
令和３年２月１９日（金）・２０日（土） YouTubeによる配信
〈講演内容〉新アレルギー対応ガイドラインに準拠した、保育所・認定こども園等にお
ける
        アレルギー対応
〈講   師〉昭和大学医学部小児科学講座教授、昭和大学病院小児医療センター
長 今井先生
〈主   催〉大阪府、中核市
〈参  加  者〉２５４名 YouTube視聴回数 前編４００回、後編５１４回

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

〇
子育てを支える機運醸成の取り組
みの促進

広域連携・官民協働による子育て
応援事業（まいど子でもカード）

企業等の協賛を得て、子育て世帯がシンボルマークのついた携帯電
話画面や会員証（カード）などを店舗で掲示することで、割引・特典な
どのサービスを提供することにより、子育て世帯を社会全体で応援す
る機運醸成を図ります。

8,692 8,527
協賛店舗数：18,855店舗(令和3年3月末時点)
会員登録数：237,772人(令和3年3月末時点)

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

〇
子どもの「非認知能力」の育成に
向けた乳幼児期における家庭の教
育力向上を図る取組みの促進

家庭教育力向上事業

多様な場での保護者支援や、保育士や保健師、家庭教育支援員等
の保護者支援を担う人材への研修等を通じて、子どもの「非認知能
力」の育成に向け、乳幼児期における家庭の教育力向上を図りま
す。

972 2,113

様々な保護者が子どもの「非認知能力」の大切さを学び、意識を高めることのできる
支援方法を確立するため、府内の市町村（2ヶ所）でモデル実施した。
府と市町村の共催により、「非認知能力」の大切さや子どもとの関わり方等を学ぶ、
保護者対象講演会（2ヶ所）と支援者対象研修会（2ヶ所）を実施した。
研修会やシンポジウム（２回）を開催し、取組みを普及啓発した。

◎
教育庁地域教育
振興課

取組項目６－（２）子育て家庭を支援する地域ネットワークの構築

福祉サービス第三者評価事業の
推進

福祉サービス第三者評価事業の推
進

福祉サービスの質の向上を促し、併せて、福祉サービス情報を利用
者に広く周知するため、公正・中立な第三者機関が専門的・客観的な
立場から評価を行い、その結果を公表する福祉サービス第三者評価
事業を推進します。

2,994 4,371

福祉サービスの質の向上を促し、併せて福祉サービスの質に関する情報を利用者
に提供するため、福祉サービス第三者評価機関の認証を実施するとともに、評価結
果の公表、評価調査者の養成などに取り組んだ。
 ・認証評価機関数 20機関(令和3年3月31日時点)
 ・児童福祉分野の評価結果公表件数 24件
 ・児童福祉分野の評価調査者養成人数 23人

○
福祉部地域福祉
推進室地域福祉
課

ＣＳＷ等による地域における要支
援者の見守り・発見・つなぎのネッ
トワークづくりの推進

地域福祉・高齢者福祉交付金
地域福祉、高齢者福祉分野において、市町村が地域の実情に沿った
サービスを展開できるよう、交付金を交付し、市町村の取り組みを支
援します。

894,351 901,598

すべての要支援者が安心して生活できるよう、ＣＳＷの配置や小地域ネットワーク活
動など、地域住民による支え合い、助け合い活動を推進する取組みに対して「地域
福祉・高齢者福祉交付金」による支援を行い、市町村の地域福祉のセーフティネット
の構築に向けた施策展開を支援した。
【交付実績】
 ・交付市町村数：34市町村（政令・中核市を除く）
 ・交付額合計：894,351,000円

◎

福祉部地域福祉
推進室地域福祉
課
福祉部高齢介護
室介護支援課

民生委員・児童委員、主任児童委
員の活動支援

民生委員・児童委員、主任児童委
員の活動支援

地域の身近な相談役として、民生委員・児童委員、主任児童委員へ
の各種研修を実施するとともに、各々の活動の促進を図ります。

270,575 285,944

福祉行政の多様化、専門化傾向の中で、民生委員・児童委員が広範な知識と技術
を習得することによって、その活動が健全に発展するよう指導研修等を実施してい
る。また、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から、動画配信によるオン
ライン研修も導入するなど、工夫をしながら研修等を実施している。
・民生委員会長連絡会：4回
・民生委員・児童委員研修：延べ13回・2,097人参加

◎
福祉部地域福祉
推進室地域福祉
課

食育の推進
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組み７ 保育が必要なすべての家庭に保育を提供する取り組みの推進
取組項目７－（１）保育が必要なすべての家庭に保育を提供する取り組みの推進

〇
待機児童解消に取り組む市町村を
支援

認定こども園整備事業
保育所等整備事業
小規模保育設置促進事業

認定こども園等の施設整備、待機児童解消のための保育所の創設
や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備及び小規
模保育事業所の設置等により、子どもを安心して育てることができる
ような体制整備を行う市町村を支援します。

435,960 5,313,298
108箇所の施設整備・改修を実施し、3,796人の定員増
（※安心こども基金、保育所等整備交付金、保育対策総合支援事業費補助金の実
績の合計値）

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

〇 国家戦略特別区域制度の活用 国家戦略特別区域制度の活用

保育実技講習会による地域限定保育士試験を実施することにより、
保育士試験の受験者に多様な選択肢を提供し、府内における新たな
保育士資格取得者を増やす等、国家戦略特別区域制度を活用した
事業を推進します。

10,901 12,790 受験申請者数：1,281人 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

病児保育事業(再掲)
保護者の就労等で、自宅保育が困難な病気の児童について、保育
所、認定こども園、病院、診療所、その他の場所において、保育を行
う事業を推進します。

885,468 935,567 延べ利用児童数  112,517人日 ○
福祉部子ども室
子育て支援課

延長保育事業(再掲)
保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外
の日及び時間において、認定こども園、保育所等において保育を実
施する事業を推進します。

336,367 461,817 実利用児童数  55,200人 ○
福祉部子ども室
子育て支援課

〇
幼稚園における預かり保育事業を
支援

私立幼稚園振興助成費
（預かり保育助成事業）

幼稚園の教育時間外に在園児に対し預かり保育を実施し、多様な保
育ニーズに対応する幼稚園を支援します。

361,820 553,150
私立幼稚園195園のうち、182園に対し助成を行い、取組を支援した。（93.3%）
182園のうち、通常保育日に11時間以上開園する幼稚園は78園（42.9%）であった。

◎ 教育庁私学課

個別の取り組み８ 仕事と生活の調和の推進
取組項目８－（１）仕事と生活と調和の推進

認定こども園、保育所、小規模保
育等の充実により待機児童解消に
取り組む市町村を支援

認定こども園整備事業
保育所等整備事業
小規模保育設置促進事業(再掲)

認定こども園等の施設整備、待機児童解消のための保育所の創設
や老朽改築による保育環境整備などの保育所の施設整備及び小規
模保育事業所の設置等により、子どもを安心して育てることができる
ような体制整備を行う市町村を支援します。

435,960 5,313,298
108箇所の施設整備・改修を実施し、3,796人の定員増
（※安心こども基金、保育所等整備交付金、保育対策総合支援事業費補助金の実
績の合計値）

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

「男女いきいき」事業者登録・認証・
表彰制度

男女ともいきいきと働くことのできる職場環境づくりの取組みを進める
意欲のある事業者を登録・認証・表彰する「男女いきいき」各種制度
により、事業者の取組みを応援します。

157 310
・585社登録（令和３年３月末現在）
・企業向けの講座研修情報の提供等を実施

◎ 登録事業者数
443社
（30年度）

725社
（令和5年度）

585社 ◎
府民文化部男女
参画・府民協働
課

ＯＳＡＫＡ女性活躍推進会議

女性が自らの意思によって持てる能力を十分に発揮し、様々な分野
で活躍できる社会の実現に向けて、行政と経済団体、労働団体、大
学等が相互に連携・協力し、オール大阪で女性の活躍推進の機運を
盛り上げます。

526 831

ワーキングウーマン応援事業（平成28年度終了）の後継事業として女性キャリア継
続応援事業を実施。
啓発ちらしを作成・配布し、周知に努めた。
ＯＳＡＫＡ女性活躍推進 ドーン de キラリ2days と連携し、企業の人事労務担当者、
企業で働く女性及び上司・同僚等に対して、「不妊治療と仕事の両立支援を進める
ために」をテーマとした女性の離職防止にかかるセミナーを実施。

◎

商工労働部雇用
推進室労働環境

課

仕事と子育ての両立の推進
仕事と子育ての両立を推進するため、労働関係啓発冊子の配布、セ
ミナー等において関係テーマを取り上げ周知します。また、労働時間
短縮の促進などについて、企業等に対し、啓発を行います。

526 831

ワーキングウーマン応援事業（平成28年度終了）の後継事業として女性キャリア継
続応援事業を実施。
啓発ちらしを作成・配布し、周知に努めた。
ＯＳＡＫＡ女性活躍推進 ドーン de キラリ2days と連携し、企業の人事労務担当者、
企業で働く女性及び上司・同僚等に対して、「不妊治療と仕事の両立支援を進める
ために」をテーマとした女性の離職防止にかかるセミナーを実施。

◎

商工労働部雇用
推進室労働環境
課

出産、子育て後の再就職の支援
保育活動と就職活動の一体的支
援

ＯＳＡＫＡしごとフィールドで、結婚・出産等を機に離職した女性等に対
して、保活と就活を一体的に支援しています。また、同建物内にある
民間保育所「保育ルーム キッズもみの木」と連携し、就職活動中の
一時保育サービスを提供しています。

（546,020の内数） （424,973の内数）

OSAKAしごとフィールド「働くママ応援コーナー」において、キャリアカウンセリングや
セミナー等を通して就職活動と保育所探しに関する情報を提供し、育児と仕事の両
立支援に貢献した。
また、平成29年6月から企業主導型保育施設「保育ルーム キッズもみの木」と連携
し、就職活動中の一時保育サービスを実施。

○
商工労働部雇用
推進室就業促進
課

男女雇用機会均等の更なる推進
各種啓発冊子の作成と関係セミ
ナーの実施など、労働相談の実施

労働関係啓発冊子、セミナー等において関係テーマを取り上げ、周
知します。労働相談において関係内容に対応します。

40,161 43,164

ワーキングウーマン応援事業（平成28年度終了）の後継事業として女性キャリア継
続応援事業を実施。
ＯＳＡＫＡ女性活躍推進 ドーン de キラリ2days と連携し、企業の人事労務担当者、
企業で働く女性及び上司・同僚等に対して、「不妊治療と仕事の両立支援を進める
ために」をテーマとした女性の離職防止にかかるセミナーを実施。
労働関係啓発冊子、セミナーにおいて関係テーマを取り上げ、周知に努めるととも
に、大阪市街地での労働相談会イベント（ 10月、11月）、特別労働相談会・セミナー
及び通常の労働相談において関係内容に対応。

◎

商工労働部雇用
推進室労働環境
課

〇 多様な働き方への支援
各種啓発冊子の作成と関係セミ
ナーの実施など、労働相談の実施
(再掲)

労働関係啓発冊子、セミナー等において関係テーマを取り上げ、周
知します。労働相談において関係内容に対応します。

40,161 43,164

ワーキングウーマン応援事業（平成28年度終了）の後継事業として女性キャリア継
続応援事業を実施。
ＯＳＡＫＡ女性活躍推進 ドーン de キラリ2days と連携し、企業の人事労務担当者、
企業で働く女性及び上司・同僚等に対して、「不妊治療と仕事の両立支援を進める
ために」をテーマとした女性の離職防止にかかるセミナーを実施。
労働関係啓発冊子、セミナーにおいて関係テーマを取り上げ、周知に努めるととも
に、大阪市街地での労働相談会イベント（ 10月、11月）、特別労働相談会・セミナー
及び通常の労働相談において関係内容に対応。

◎

商工労働部雇用
推進室労働環境
課

取組項目８－（２）働き方改革の推進

〇 働き方改革の推進
各種啓発冊子の作成と関係セミ
ナーの実施など、労働相談の実施
(再掲)

働き方改革関連法の施行を踏まえ、労働関係法制度等の普及啓発
を行うとともに、労使紛争・労働問題の未然防止、解決に向けた支援
を行います。

42,477 43,164

ワーキングウーマン応援事業（平成28年度終了）の後継事業として女性キャリア継
続応援事業を実施。
ＯＳＡＫＡ女性活躍推進 ドーン de キラリ2days と連携し、企業の人事労務担当者、
企業で働く女性及び上司・同僚等に対して、「不妊治療と仕事の両立支援を進める
ために」をテーマとした女性の離職防止にかかるセミナーを実施。
労働関係啓発冊子、セミナーにおいて関係テーマを取り上げ、周知に努めるととも
に、大阪市街地での労働相談会イベント（ 10月、11月）、特別労働相談会・セミナー
及び通常の労働相談において関係内容に対応。

◎

商工労働部雇用
推進室労働環境
課

働き続けやすい職場環境整備と働
き方の見直しの取組促進

〇
病児保育、延長保育等の保育
サービスの充実
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組みそ その他子育てを支援する取り組みの推進
取組項目９－（１）その他子育てを支援する取り組みの推進

児童手当等の支給 児童手当等の支給 次代の社会を担う子どもを支援するため、児童手当等を支給します。

児童手当
19,787,354

児童扶養手当
539,504

児童手当
19,681,431

児童扶養手当
544,871

児童手当受給者数 633,572人
児童扶養手当受給者数 1,081人

○
福祉部子ども室
家庭支援課

先天性代謝異常の早期発見と適
切な治療

先天性代謝異常等検査事業
先天性代謝異常症等を早期に発見し、適切な治療を行うため、新生
児を対象としたマス・スクリーニング検査事業を実施します。

83,438 84,640
新生児マス・スクリーニング検査希望者に対し、検査を実施した。
新型コロナウイルス感染拡大の影響による出生数減少に伴い、当事業の検査数も
減少の見込み

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

母子医療給付事業
小児慢性特定疾病にり患している児童に対する医療費の援助等を行
います。結核にり患し、入院治療を必要とする児童に対して医療費の
給付等を行います。

1,064,653 1,188,927

・小児慢性特定疾病にり患している児童に対する医療費の援助等を行う
令和２年度交付件数：3,258件  決算額：922,087千円

・結核児童療育給付  実績0件

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

福祉医療費助成

乳幼児等の健康の保持増進と経済的な負担の軽減を図るため、市
町村が実施する医療費助成事業（乳幼児・ひとり親家庭・障がい児）
に対して補助を行うとともに、乳幼児医療費助成については、新子育
て支援交付金を創設し、市町村の取組を支援します。

・医療費助成
 2,070,814

・新子育て支援交付金
 2,960,409

・医療費助成
2,587,919

・新子育て支援交付金
       2,995,549

 【医療費助成】
 市町村が実施する医療費助成事業について補助
  乳幼児医療：2,070,814千円
  ひとり親家庭医療：2,815,287千円
  障がい者医療:9,149,388千円

【新子育て支援交付金】
 市町村における乳幼児医療費助成をはじめとして子育て支援施策の充実を支援
するため、交付金を交付
  成果配分枠：1,698,797千円
  優先配分枠：499,350千円
  子育て支援（市町村計画枠）：762,262千円

◎

福祉部子ども室
子育て支援課・
障がい福祉室地
域生活支援課

〇 小児救急電話相談事業 小児救急電話相談事業
小児科医の支援体制のもと、看護師が電話相談により、保護者への
助言等を実施します。

53,560 55,960
保護者の不安解消を図るとともに、病院への軽症患者の集中を回避するため電話
相談事業を実施した。
令和2年度相談件数 43,775件

◎
健康医療部保健
医療室医療対策
課

奨学金制度の周知・啓発

奨学金周知のための各種資料を作成します。
高等学校奨学金担当教員を対象とした奨学金制度説明会を開催し、
奨学金事務、進路指導のために必要な制度説明を行います。
市町村進路相談員を対象とした研修を開催し、進路相談員の資質向
上と奨学金制度の周知を行います。
生徒、保護者を対象とした説明会や相談会を開催し、奨学金制度の
周知啓発を図ります。
大阪府教育委員会内において、奨学金相談専用電話を常設し、生
徒、保護者からの奨学金に関する相談を行います。

0 0

奨学金周知のための資料を作成し、奨学金担当者向けの説明会および、市町村進
路相談員を対象とした研修については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため
中止となったが、資料配付をした。生徒保護者対象の奨学金説明会は中止とし、大
阪府ホームページにおいて周知を行った。生徒、保護者を対象とした奨学金相談会
を11月に実施。また、随時奨学金相談専用電話にて相談を受け付けた。

◎
教育庁教育振興
室高等学校課

高等学校等就学支援金事業
高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、教育の機
会均等に寄与するため、就学支援金を高等学校の授業料に充てま
す。（所得制限あり。）（国庫負担事業10／10）

【私立】
22,305,512

【私立】
23,226,104

【私立】
大阪府内の私立高等学校等に在学する生徒92,547人の授業料に充てるため、就学
支援金を110法人に交付した。

◎ 教育庁私学課

高等学校等奨学給付金事業
全ての意志ある生徒が安心して教育を受けられるよう、授業料以外
の教育費負担を軽減するため、低所得世帯の生徒に対して奨学のた
めの給付金を支給します。（国庫補助事業１／３）

【私立】
1,787,895

【私立】
2,367,383

【私立】
私立高等学校等に在学する生徒14,412人の保護者（大阪府内在住者）に対して、奨
学のための給付金を支給し、授業料以外の教育費負担の軽減を図った。

◎ 教育庁私学課

高等学校等学び直し支援金事業

高等学校等を中途退学した者が再び高等学校等で学び直す場合
に、法律上の高等学校等就学支援金支給期間36月(定時制・通信制
は48月)の経過後も、卒業までの間（最長２年）、継続して学び直し支
援金を授業料に充てます。(所得制限あり。国庫補助事業10/10)

4,733

公立高校生就学支援
金事業

11,702,674
の内数

大阪府内の公立高校に在学する生徒に対して学び直し支援金制度を適用し、その
授業料に充てた。（人数：170名）

○
教育庁施設財務
課

大阪府育英会奨学金貸付事業
向学心に富みながら経済的理由で修学を断念することのないよう、
(公財)大阪府育英会を通じて、高校生等に奨学金等の貸付を行うこ
とで、教育の機会均等を図ります。

483,650 546,592
奨学資金貸付 19,771人
入学時増額奨学資金貸付 4,054人

◎ 教育庁私学課

教育費の負担軽減

医療費の負担軽減
〇

〇

基本方向2－5



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

大阪府震災対策推進事業
市町村との連携による耐震診断、改修設計、改修補助を実施し、住
宅の耐震化を促進します。

【木造住宅】
   52,383

【分譲マンション】
8,562

【木造住宅】
   101,063

【分譲マンション】
    54,072

【木造住宅】
耐震診断  39市町  979件
改修設計  28市町 202件
改   修  37市町  287件
【分譲マンション】
耐震診断 ３市 11棟
改修設計 １市  ２棟

○
建築部建築防災
課

大阪府福祉のまちづくり条例

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」及び
「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づき、すべての人が安心してまち
に出かけ、容易に都市施設を利用できるよう、福祉のまちづくりを推
進します。また、子育て支援のための福祉整備（授乳場所、乳幼児用
いす・ベッド等）についても、「大阪府福祉のまちづくり条例」に基準を
定め、子どもや妊婦等にやさしいまちづくりを推進します。

5,530 6,940

□大阪府福祉のまちづくり条例において、子育て支援設備（授乳場所、乳幼児用い
す・ベビーベッド等)に関する基準を定めており、基準適合義務の対象とした建築物
については、確認申請で審査されることから、特定行政庁や指定確認検査機関と連
携して、基準が適正に運用されるよう連絡調整等を行っている。
□同条例に基づく、福祉のまちづくりの推進についての重要事項の調査審議を行う
ため、大阪府福祉のまちづくり審議会を開催した。
□会議やホームページ等を活用し、福祉のまちづくりの周知。啓発に努めている。
【令和2年度実績】
・第10回大阪府福祉のまちづくり審議会（令和2年10月28日）
・府有建築物の子育て支援設備の整備状況について、調査を実施した。
 調査実施施設：306施設

○
建築部建築指導
室建築企画課

防犯に配慮した住宅に係る指針・
ガイドブックの周知

防犯に配慮した住宅に係る指針・
ガイドブックの周知

防犯に配慮した住宅に係る指針・ガイドブックを周知します。 0 0 防犯に配慮した住宅に係る指針・ガイドブックをホームページに掲載し周知した。 ○
建築部建築指導
室建築安全課

良質な賃貸住宅の供給
新婚世帯や子育て世帯などが良質な住宅に居住できるよう、特定優
良賃貸住宅ストックの有効活用を図ります。

特定優良賃貸住宅の管理戸数（R3.3.31時点）:24団地、467戸
うち、新婚・子育て世帯向け家賃減額補助の対象団地（R3.3.31時点）:22団
地、426戸

○
建築部居住企画
課

大阪府新婚・子育て世帯向け家賃
減額補助事業

大阪府特定優良賃貸住宅（政令市を除く）のストックを活用し、婚姻1
年以内の新婚世帯及び同居者に小学生以下の子どもがいる世帯
（新規入居者のみ）を対象として、所得に応じて家賃を減額する家主
に対し、最長で6年間の補助金を交付します。

新婚・子育て家賃補助実績戸数（R3.3月時点）:102戸 ○
建築部居住企画
課

大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅
登録制度の実施

子育て世帯等が民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう、市町村や宅
地建物取引業者等と連携し、入居を拒まない民間賃貸住宅（あんぜ
ん・あんしん賃貸住宅）、その仲介を行う協力店及び居住支援法人等
の登録、ホームページ等を通じた情報提供を行います。

0 0

セーフティネット住宅の登録：35,428戸
居住支援法人の指定：64法人
市町村居住支援協議会の設立：2市
協力店の登録：672店

◎
新婚・子育て世帯向け住宅
の供給

あんぜん・あんし
ん賃貸住宅（セー
フティネット住宅）
の登録戸数：令和
元年10月7日時点
5,569戸

あんぜん・あんし
ん賃貸住宅（セー
フティネット住宅）
の登録戸数：令和
7年度末までに府
内全域で2万戸

セーフティネット住
宅の登録戸数：
35,428戸

◎
建築部居住企画
課

府営住宅の「新婚・子育て世帯向
け募集、期限付き入居（若年世帯
向け）募集」の実施

子育て世帯の居住の安定を支援するため、新婚・子育て世帯向け募
集及び期限付入居住宅（若年世帯向け）の募集を実施します。

26,137 41,462
子育て世帯の居住の安定を支援するため、新婚・子育て世帯向け募集及び、新婚・
子育て世帯を対象に期限付入居住宅の募集を実施した。

◎
建築部
住宅経営室
経営管理課

府営住宅の「親子近居向け募集」
の実施

親世帯又は子世帯が互いに近隣において介助または子育てができ
るよう子育て世帯が親世帯と近接して居住する親子近居向け募集を
実施します。

（26,137の内数） （41,462の内数）
子育て世帯を支援するため、子育て世帯が親世帯と近接して居住する親子近居向
け募集を実施した。

◎
建築部
住宅経営室
経営管理課

府営住宅の「福祉世帯向け募集」
枠の実施

ひとり親世帯の居住の安定を図り、自立を支援するため、「福祉世帯
向け募集」（優先入居）の対象世帯として、ひとり親世帯を位置づけ、
募集を実施します。
また、ＤＶ被害により事実上婚姻関係が破綻している母子世帯等に
準じる状況にある世帯を支援し、居住の安定を図るため、「福祉世帯
向け募集」の対象世帯として、ひとり親世帯を位置づけ、募集を実施
します。

（26,137の内数） （41,462の内数）

ひとり親世帯の居住の安定を図り、自立を支援するため、「福祉世帯向け募集」（優
先入居）の対象世帯として、ひとり親世帯を位置づけ、優先入居を実施した。
ＤＶ被害により事実上婚姻関係が破綻している母子世帯等に準じる状況にある世帯
を支援し、居住の安定を図るため、「福祉世帯向け募集」の対象世帯として、ひとり
親世帯を位置づけ、優先入居を実施した。

◎
建築部
住宅経営室
経営管理課

府営住宅建設に伴う社会福祉施設
等の一体的整備

府営住宅の建替えにより生み出された用地において、保育所などの
社会福祉施設等の併設等を市町と連携して促進するとともに、若年
世帯・ファミリー向け民間住宅等の多様な住宅供給を図ります。

0 0
地元の市や町と連携し、魅力ある地域づくりや地域の活力創出に資するため、地元
市町の取得意向等を確認し,用地を処分した。

○
建築部
住宅経営室
施設保全課

子どもの育成環境の向上 みどりづくり推進事業（活動助成）
地域住民、NPO、学校等が一体となって行う樹木の植栽、花壇づくり
や運動場・園庭の芝生化などの緑化活動を支援します。

0 16,000 新型コロナウイルスに係る事業仕分けにより休止。 ★
環境農林部みど
り推進室みどり
企画課

教育施設における敷地内全
面禁煙の割合

私立学校51.9%
（28年度)

大学・短大28.6%
（28年度）

100%
（令和5年度）

私立学校66.1%
（令和元年度）
大学・短大63.0%
（令和2年度）

○

医療機関における敷地内全
面禁煙の割合

病院80.1%
（30年度）

100%
（令和5年度）

病院88.5%
（令和元年度）

◎

官公庁における敷地内全面
禁煙の割合

府所管第一種施
設95.4%

（令和元年度）
市町村本庁舎

32.6%（令和元年
度）

100%
（令和5年度）

府所管第一種施
設95.4%

（令和元年度）
市町村本庁舎

72.0%（令和2年度）

○

食育の推進

児童福祉施設への「児童福祉施設
における食事の提供ガイド」や「保
育所における食事の提供ガイドライ
ン」の周知

児童福祉施設において食事の提供や栄養管理を行うことにより、子
どもの健やかな発育・発達を支援するため、「児童福祉施設における
食事の提供ガイド」や「保育所における食事の提供ガイドライン」を周
知し、食を通じた児童の健全育成に関する取り組みを推進します。

0 0
標記ガイドラインや最新の法令・通知等の内容を踏まえ、保育所・認定こども園での
食事提供に関する参考資料として、食事プロセスPDCAの改訂を実施し「食事プロセ
スＰＤＣＡ２０２０年版」を作成した。

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

新婚・子育て世帯向け住宅の供給

40,800 49,950

受動喫煙の防止対策の推進

〇

〇
妊婦・親子連れなどに配慮したま
ちづくり

受動喫煙防止の推進

改正健康増進法、大阪府受動喫煙防止条例及び大阪府子どもの受
動喫煙防止条例に基づき、第一種施設（学校、病院、行政機関の庁
舎等）及び第二種施設（オフィス、事務所、飲食店等）並びにその周
辺における、受動喫煙防止対策を推進します。

68,855 284,731

・学校や病院の全面禁煙を推進する「大阪府受動喫煙防止条例」及び「大阪府子ど
もの受動喫煙防止条例」の周知
 標識ステッカー作成・配布【35,000部】
 府民向けリーフレット作成・配布【55,000部】
 啓発ポスター作成・配布【5,500部】
 インターネット広告による啓発【26,700クリック】
・大学等の禁煙状況の重点監視指導の実施

◎
健康医療部健康
推進室

健康づくり課

基本方向2－6
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令和２年度
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個別の取り組み１０ 必要な人に必要な支援が届く仕組みの充実
取組項目１０－（１）学校をプラットフォームとした地域・福祉との連携による子どもや保護者を支援につなぐスキーム

スクールソーシャルワーカー等を
活用した支援体制の強化

スクールソーシャルワーカー配置
事業

市町村教育委員会に対して、スクールソーシャルワーカーを政令・中
核市を除くすべての中学校区に配置できるように支援し、児童・生徒
に福祉的観点からの支援を行うとともに、福祉関係機関等とのネット
ワークの充実を図ります。

50,733 74,648

◆府内全ての中学校区にスクールソーシャルワーカーを配置できるよう府内市町村
を
支援。
市町村支援のためスクールソーシャルワーカースーパーバイザーを派遣。
・相談件数：延べ29,821件
・校内及び連携ケース会議へのスクールソーシャルワーカー参加ケース数3,592件
◆本事業の円滑な事業運営についてスーパーバイザー会議を実施し、スクールソー
シャルワーカーの資質向上にかかる協議や連絡会の企画。
◆スクールソーシャルワーカー連絡会を実施し情報共有や事例検討を行う。

◎
教育庁小中学校
課

高校における生徒指導上の課題
解決に向けた取組み

課題を抱える生徒フォローアップ事
業

高校内にNPO等の民間支援機関のほか、福祉や労働等の関係機関
による居場所を設置し、生徒や家庭に対して支援を行う体制を構築
するとともに、生徒の安心できる居場所を開設し、中退や不登校を防
止します。

29,999 35,646

NPO等民間支援団体が府立高校14校に居場所を設け、そこで受けた相談をもとに
校内体制や外部の専門機関につなぐなどして、中退・不登校防止に向けた取組みを
実施した。
延べ6,500人を支援

◎
教育庁高等学校
課

市町村と連携した取組
子どもの貧困緊急対策事業費補助
金

市町村において実施する、課題を有する子どもや保護者を発見し支
援へのつなぎや見守りを行う取組等に対し、補助金を交付します。

220,606 250,000 26市町が補助金を活用し、子どもや保護者を支援につなぐ取組を実施 ◎
福祉部子育て支
援課

個別の取り組み１１ ひとり親家庭等の⾃⽴促進
取組項⽬１１－（１）ひとり親家庭等の⾃⽴促進

母子家庭の母を対象とした職業訓
練（高等職業技術専門校）

立地的にも優れる夕陽丘校において、母子家庭の母が受講しやすい
よう、訓練時間を配慮した職業訓練を実施します。
〔設置科目〕
トータルサポート事務実務、会計実務
ともに年間定員60人（30人×2）訓練期間6か月

平成29年度終了
商工労働部雇用
推進室人材育成
課

母子家庭の母等を対象とした職業
訓練（民間委託訓練）

生活保護受給者や児童扶養手当受給者、就労経験のない又は就労
経験に乏しい母子家庭の母等を対象に、就職に必要な知識・技能の
習得を図り、職業的自立を促進する訓練を実施します。

1,036,602 1,277,632
すべての知識等習得コース（135コース、定員3,790名）について、ひとり親家庭の父
母優先枠を設定（離職者等再就職訓練事業の決算額・予算）

○
商工労働部雇用
推進室人材育成
課

母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業

就業と子育ての両立を図るため、就業や日常生活の支援を組み合わ
せたワンストップによる事業を展開するとともに、マザーズハローワー
クをはじめとした就業相談機関と連携して、身近な地域での相談体制
の整備や雇用の確保、職場への定着など就業による自立に向けた
支援の充実を図ります。

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・府立母子・父子福祉
センター指定管理料

(22,747)に含む

ＯＳＡＫＡ女性活躍推進プロジェクトの一環として、ＯＳＡＫＡしごとフィールドを中心と
した連携機関同士のネットワーク構築、情報交換、相談会への参加について検討
母子家庭等就業・自立支援センター事業
 ・就職者数67人

◎
就業支援講習会受講者の
就業率

就業支援講習会
受講者の就業率
83.6％（30年度）

各年度の就業率9
割以上

就業支援講習会
受講者の就業率
95.1％

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

母子・父子自立支援プログラム策
定事業

一般市等において、児童扶養手当受給者等の自立・就労支援のため
に、個々のひとり親家庭の親の実情に応じた自立支援プログラムを
策定します。また、関連事業との連携強化を図り、就労意欲の醸成を
はじめ、職業能力の開発や向上、職場定着に向けたフォローアップ
等、きめ細かで重層的かつ継続的な一貫した就労・自立支援を促進
します。

(府のみ)
60

(府のみ)
400
福祉事務所設置市町（25市町）中、22市町で実施 ◎

福祉部子ども室
子育て支援課

母子家庭・父子家庭自立支援給付
金事業

ひとり親家庭の親が、より収入が高く安定した雇用につながるよう、
母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業において就業に有利な資
格の取得支援を充実します。
ひとり親家庭の親の学び直しを支援し、より良い条件での就業につな
げるため、一般市における高等学校卒業程度認定試験合格支援事
業の実施を働きかけます。

(府のみ)
16,127

(府のみ)
29,530

母子家庭・父子家庭自立支援給付金事業
 ・すべての福祉事務所設置市町（25市町）で実施
高等学校卒業程度認定試験合格支援事業
 ・福祉事務所設置市町（25市町）中、11市町で実施

◎ 実施市町村数
親の学び直しの
事業実施：15 市

26市町
親の学び直しの
事業実施：12 市

○
福祉部子ども室
子育て支援課

ひとり親家庭の親の雇用を進める
事業主への表彰制度の創設

ひとり親家庭の親の就業促進に向けた社会的機運を高める取組とし
て、ひとり親家庭の親の雇用を進める事業主への表彰制度を新設し
ます。

0 0
令和３年度の顕彰制度創設・表彰企業募集に向け、表彰基準等について令
和３年１月開催の部会にて審査を実施

○
福祉部子ども室
子育て支援課

ひとり親家庭等日常生活支援事業
及びファミリー・サポート・センター
事業

日常生活支援事業を担う家庭生活支援員の確保に努めるとともに、
ひとり親家庭等の自立や生活の安定に向けた制度利用の促進に努
めます。また、ひとり親家庭に対し、ファミリー・サポート・センター事業
の活用を推進します。

・～6/14 140
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・府立母子・父子福祉
センター指定管理料
(22,747)に含む

・家庭生活支援員：57人
・利用状況（派遣時間数）：263時間
・新子育て支援交付金の優先配分枠メニュー（ファミリー・サポート・センター利用支
援事業）

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

生活支援に関する講習会を実施し、家庭での育児、児童のしつけな
ど子どもの世話や家事など、ひとり親家庭が生活の中で直面する諸
問題の解決や児童の精神的安定を図るよう努めます。

・2,166
・府立母子・父子福祉
センター指定管理料
(18,071)に含む

・2,166
・府立母子・父子福祉
センター指定管理料
(22,747)に含む

・生活支援講習会 受講者数：95人
・相談支援事業（土日夜間電話相談）利用者数：109人

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

子どもの健やかな育成環境や学習機会の確保を図るため、居場所づ
くりを含めた学習支援等を推進します。

・2,166
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・2,166
・府立母子・父子福祉
センター指定管理料
(22,747)に含む

・生活支援講習会 受講者数：95人
・相談支援事業（土日夜間電話相談）利用者数：109人

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

相談機能の充実
母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業

母子・父子自立支援員など相談関係者の資質向上を図るための研
修会や情報提供を行います。

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(22,747)に含む

母子・父子自立支援員等研修会の実施（年5回） ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

経済的支援 母子・父子・寡婦福祉資金貸付金
ひとり親家庭等の経済的自立を支援するため、子どもの修学や親自
身の就労などに要する資金を、必要かつ償還可能な範囲で貸付を行
います。

485,107 1,282,295

貸付件数 413件(R3.3.31現在）
(内訳)
母子福祉資金 389件
父子福祉資金   11件
寡婦福祉資金   13件

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

就業支援

ひとり親家庭等生活向上事業

〇

〇 生活面への支援

基本方向2－7



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組み１２ 共同養育の推進
取組項⽬１２－（１）⾯会交流の促進

法律等相談事業の実施
母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業

弁護士による法律相談を実施します。
面会交流については、必要に応じて、相談者に法テラス、弁護士会
や民間団体等を紹介します。

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(22,747)に含む

・法律相談
 面会交流・養育費相談 23件

◎
福祉部子育て支
援課

相談機能の充実
母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業

母子・父子自立支援員など相談関係者の資質向上を図るための研
修会や情報提供を行います。

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(22,747)に含む

母子・父子自立支援員等研修会の実施（年5回） ◎
福祉部子育て支
援課

面会交流に向けた支援
母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業

面会交流をスムーズ、かつ、継続的に行うことができるよう、その実
態把握に努めるとともに、府立母子・父子福祉センターにおいて、適
切な助言や情報提供等支援を行う相談体制の整備を進めます。
離婚協議開始前の父母等に対して、離婚が子どもに与える影響、面
会交流や養育費の取り決めや離婚後の生活を考える機会を提供す
るための親支援講座等の取組みを推進します。

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(22,747)に含む

・専門相談員による相談
 面会交流・養育費相談件数 101件

・離婚前後親支援講座について実施検討

◎
福祉部子育て支
援課

法律等相談事業の実施
母子家庭等就業・自立支援セン
ター事業

養育費の取り決めやその履行確保、多重債務問題など、弁護士によ
る法律相談を実施します。
養育費相談では、必要に応じて、相談者に法テラス、弁護士会や民
間団体等を紹介します。

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(18,071)に含む

・～6/14 4,452
・6/15～ 府立母子・父
子福祉センター指定管
理料(22,747)に含む

・法律相談
 面会交流・養育費相談 23件

◎
福祉部子育て支
援課

養育費確保に向けた取組の推進 養育費確保に向けた取組の推進
当事者に対する養育費の取り決めを促すとともに、民間の保証会社
と連携した支援制度を活用するなど、養育費の確保に関する取組を
進めていきます。

0 1,260 国庫メニューを活用し、養育費確保に係る総合的な支援取り組みを検討 ○
福祉部子育て支
援課

取組項目１２－（２）養育費確保への支援

基本方向2－8



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組み１３ 児童虐待の防止
取組項目１３－（１）児童虐待の防止

「にんしんSOS」相談事業(再掲)
予期せぬ妊娠等に悩む人に対し、相談や保健・医療・福祉機関等へ
の連絡、サービスの紹介など、情報提供と必要な支援に繋ぐことによ
り、妊婦の孤立化を防ぎます。

7,630 7,698

・メール・電話による相談を受理：相談対応件数 実人数927件 延人数2,717件
相談内容により、必要時、医療、保健、福祉機関への連絡やサービスの紹介を行っ
た。
・ホームページの運営。
（大阪府母子医療センターに委託）

◎ 相談件数（再掲）
1,739件
（30年度）

望まない妊娠等で
悩む人が必要な
支援を受けるため
の、適切な応対が
できている

2717件 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

妊婦健診の未受診や飛び込みに
よる出産等対策事業(再掲)

妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産等をするいわゆるハイリス
ク妊婦について、その未然防止や出産前後の保健医療等における支
援体制の構築等の対策を講じます。

510 510

府内の分娩医療機関に調査を実施。未受診や飛び込み出産による出産調査の結
果、本調査の未受診の該当する妊婦192 人
市町村研修会で結果報告.福祉部と協同で策定した「妊娠期からの子育て支援のた
めのガイドライン」の活用についても周知した。
（大阪産婦人科医会に委託）

◎
妊婦健診の未受診・飛び込
み出産の数（再掲）

285件
（30年度）

30年度件数より減
少をめざす

192件 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

利用者支援事業(再掲)
子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育・保健その他の
子育て支援の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、
関係機関との連絡調整等を実施する事業を推進します。

270,075 241,462 151か所 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

一時預かり事業(再掲)

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼
児について、主として昼間において、保育所、幼稚園、認定こども園
その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業を
推進します。

826,930 988,193 延べ利用児童数  2,473,034（人日） ○
福祉部子ども室
子育て支援課

地域子育て支援拠点事業(再掲)
乳幼児やその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てにつ
いての相談、情報の提供などの援助を行います。

1,084,568 1,158,320 43市町村449箇所で実施 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

ファミリー・サポート・センター事業
(再掲)

児童の預かりの援助を受けたい者と当該援助を行いたい者との相互
援助活動に関する連絡・調整を行うファミリー・サポート・センター事業
を推進します。

68,988 76,319 38市町で実施 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

子育て短期支援事業（ショートステ
イ事業・トワイライトステイ事業）（再
掲）

保護者の疾病、出産、恒常的な残業等の理由で一時的に児童の養
育が困難になった場合に、児童養護施設等において、一定の期間、
養育・保護する事業を推進します。

4,233 8,630
ショートステイ事業：42市町207箇所で実施
トワイライトステイ事業：27市町村70箇所で実施

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

乳児家庭全戸訪問事業(再掲)
すべての乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情報の提供並び
に乳児及びその保護者の心身の状況・養育環境の把握を行うほか、
養育についての相談に応じ、助言その他の援助を行います。

80,228 82,502
全市町村が乳児家庭全戸訪問を実施
訪問家庭件数 51,118件

◎
健康医療部保健
医療室
地域保健課

養育支援訪問事業(再掲)
養育を支援することが特に必要と認められる家庭を訪問し、養育が
適切に行われるよう、養育に関する相談、指導、助言その他必要な
支援を行います。

36,405 38,729 42市町村で実施 ◎
福祉部子ども室
家庭支援課

大人（保護者）に対する親学
習を小学校数以上実施した
市町村（再掲）

24／41市町村(30
年度)
（政令市を除く）

全市町村（政令市
を除く）

9／41市町村
（政令市を除く）

★

訪問型家庭教育支援を実施
した市町村

17市町村
（30年度）

訪問型家庭教育
支援を実施する市
町村の増加

18市町村 ◎

居所不明児童への対応強化
地域における子育て機能の充実と住民参加のネットワークを構築し、
子育て支援家庭の情報の共有を通じた支援を行うとともに、居所不
明児童が発生した場合には、速やかな所在確認に取り組みます。

1,071 0
・居住実態の把握できない児童の調査を実施。
・市町村が適切な対応を進めていけるよう市町村への支援を実施。 ◎

福祉部子ども室
家庭支援課

児童虐待防止キャンペーン 児童虐待防止キャンペーンの実施

児童虐待の発生防止や早期発見の重要性について、府民の意識啓
発を図ることにより、府民、行政、関係団体が一体となって児童虐待
防止対策に取り組む気運を醸成するため、厚生労働省の主唱による
「児童虐待防止推進月間（１１月）」等を活用し、児童虐待防止キャン
ペーンを実施します。

389 5,729

民間団体と連携し、平成27年7月から「189」の3桁となった児童相談所虐待対応ダイ
ヤル(現「児童相談所虐待対応ダイヤル」)の周知に取組んだ。
また、ひとりでも多くの府民の方に、児童虐待防止のために何ができるのかを考え、
行動する機運を高めていただくために、児童虐待防止推進月間である１１月を中心
に、市町村、民間団体と連携しながら「児童虐待防止・オレンジリボンキャンペーン」
を実施し、集中的な広報啓発活動に取組んだ。

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

発生予防のための取り組み(子育
て支援策の充実)

〇

教育コミュニティづくり推進事業(家
庭教育支援)(再掲)

より多くの保護者や児童・生徒が親学習に参加できるよう、市町村や
関係機関と連携して親学習の機会の提供を促進します。子育てに不
安や負担感を持ち、地域から孤立しがちな保護者・家庭に対し、地域
人材で構成される家庭教育支援チームが学校や保健・福祉等の関
係機関と連携して実施する訪問型の支援を促進します。

33,635 57,958

新型コロナウイルス感染症の影響により親学習の実施を見合わせた市町村が多く
あった。感染症対策を講じ、可能な範囲で、大人（保護者）に対する親学習を実施さ
れた。
市町村において、家庭教育支援チームによる訪問型支援が実施された。
府では、家庭教育支援に係る研修会、交流会を（4回）実施し、内容充実、実施促進
に努めた。

★
教育庁市町村教
育室地域教育振

興課
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

児童虐待防止推進会議における取
組

児童虐待の未然防止、早期発見、早期対応を図るとともに、重大な
児童虐待ゼロの実現をめざし、次の取組を実施します。
・オール大阪での啓発活動
・子ども家庭総合支援拠点の設置促進
・警察との定期的な合同研修
・ＳＮＳを活用した児童虐待防止相談事業   等

36,338 71,731

➀オール大阪での啓発活動
 ・府内全首長によるオレンジジャンパーの着用
 ・重大な児童虐待「ゼロ」宣言の活用
➁子ども家庭総合支援拠点の設置促進
 ・未設置団体による新規設置
 ・設置自治体のヒアリング
 ・国や府の支援メニューをまとめた資料を作成し、府内市町村に周知
③精神科医との連携
 ・精神科医向け啓発物品の作成・配付
 ・精神科医を講師とした研修の実施
④警察との定期的な合同研修
 ・合同研修の実施
 ・次年度以降の頻度・内容等の検討
➄ＳＮＳを活用した相談事業
 ・試行実施・分析
 ・本格実施に向けた検討
⑥リスク事案における24時間以内の安全確認
 ・安全確認にかかる時間の調査結果の取りまとめ
⑦警察との全件情報共有
 ・「全件情報共有」の統一

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

要保護児童対策地域協議会の強
化(再掲)

子ども家庭センターでの市町村職員受入研修など、対応ノウハウを
共有することで、要保護児童対策地域協議会の連携を強化し、早期
対応力を高めます。

39,797 40,674
・子どもを守るネットワーク強化事業の実施（41市町村で実施）

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

子ども家庭センターの通告受理対
応

夜間・休日虐待通告専用電話を設置し、２４時間３６５日切れ目のな
い虐待通告対応を行っています。
また、通告を受けてから原則４８時間以内に児童の安全を確認しま
す。とりわけ、最重度の虐待事案については２４時間以内の安全確認
を目指します。

122,234 135,625
児童虐待通告への対応体制整備の一環として、安全確認業務の一部や夜間休日
の電話相談業務について、民間団体への委託を実施。

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

市町村児童家庭相談担当者スキ
ルアップ研修

子育てを取り巻く環境が変化する中では、住民に身近な市町村にお
ける相談対応の重要性が増しています。このため、市町村相談担当
者が、精神保健、心理発達、障がいなどの専門的な知識に加え、相
談場面を想定した実践的なスキルを身につけられるよう、研修を実施
します。

1,704 1,906

子育てを取り巻く環境が変化する中では、住民に身近な市町村における相談対応
の重要性が増している。このため、市町村相談担当者等が、精神保健、心理発達、
障がいなどの専門的な知識に加え、相談場面を想定した実践的なスキルを身につ
けられるよう、研修を実施した。
研修開催日数 11日
講座数 23講座
41市町村延べ1,019名参加

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

家族再統合支援

子ども家庭センターにおいて、「虐待をしてしまった、あるいは虐待す
るおそれのある保護者」、「虐待を受けた子ども、特別なケアを要する
子ども」等に対する支援プログラムを活用し、家族機能の再生を図り
ます。

5,724 5,989

・虐待再発防止のための親教育（全13回）を実施
 参加   12件
・子どもへの虐待・子育て不安のある保護者支援（全13回）を実施。
 参加     5件

◎
福祉部子ども室
家庭支援課
相談支援G

児童虐待等危機介入援助チーム
の運営

深刻な児童虐待等の権利侵害から子どもを守るため、法律・医学の
専門家からなるチームを設置し、子ども家庭センターと連携して必要
な調査、相談、調整を行っています。

15,089 15,164

増加・深刻化する児童虐待等子どもの権利侵害に適切に対応するため、子ども家庭
センター所長の要請に応じ、事案について専門的見地から調査を行い、保護者、関
係者に必要な助言を行うとともに、子ども家庭センター等関係機関に対して、必要な
措置を講ずるよう助言を行った。
・構成 弁護士94名、医師18名 計112名
・活動回数 1506回（R3.1時点）

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

相談援助業務の点検・検証
子ども家庭センターにおける業務や重大事案を点検・検証することに
よって、子どもや保護者への相談援助業務が適切に実施されている
かどうか確認します。

138 676
・点検会議 2回実施
（毎年６センターのうち２センターの点検を実施）
・一時保護所の第三者評価を実施

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

医療機関と保健機関の連携事業
の推進

要養育支援者情報提供票
妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする者を早期に把握し、
継続的にサポートすることで、要養育支援者の孤立の防止及び養育
力の向上の支援を行い、児童虐待の発生を予防します。

0 0
妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする者を早期に把握し、継続的にサ
ポートすることで、要養育支援者の孤立の防止及び養育力の向上の支援を行い、児
童虐待の発生を予防します。

◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

市町村保健師等の人材育成支援 児童虐待発生予防対策事業
未受診妊婦などリスクの高い妊婦や母子に対する適切な保健指導や
支援が行えるよう、市町村保健センター等の人材育成支援を行いま
す。

612 612

子どもの虐待についての基本的知識をもち、妊娠期から乳幼児期における保健師
の支援の重要性及び支援方策について保健師に理解を促すとともに、子どもの虐
待防止における保健師の専門性の向上を図るため、対象別研修を統合して実施。
令和2年度受講状況：延132人受講
（コロナの感染対策を講じ、3日間コースで実施）

◎ 研修受講者

11保健所及び市
町村

 延べ503人
（30年度）

研修受講者の増
加

132人 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

児童虐待に関する相談・対応〇
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組み１４ 社会的養育体制の整備
取組項目１４－（１）社会的養育体制の整備

市町村の家庭支援体制等の整備
に向けた取組みの支援

妊娠期から子育て期にわたるまでの支援のための「子育て世代包括
支援センター」や、子ども等に対する必要な支援を担う「市町村子ども
家庭総合支援拠点」など、市町村の家庭支援体制の整備に向けた取
組みを支援します。

0 0

「子育て世代包括支援センター」の全市町村における設置を促進するため、人材育
成研修を開催した。研修1回実施・延97人参加。
令和3年4月時点で、全市町村が子育て世代包括支援センター設置済み。
・令和2年度、８市１村に対して子ども家庭総合支援拠点についてのヒアリングを行っ
た。
・令和2年度末時点で、41市町村中27市町村において子ども家庭総合支援拠点が設
置された。

◎

健康医療部保健
医療室地域保健
課
福祉部子ども室
家庭支援課

子どもに対する在宅支援サービス
の充実に向けた支援

府内市町村が策定する「第２期子ども・子育て支援事業計画」に基づ
く取組状況の進捗管理を行います。

0 0
府内市町村における令和元年度実績及び令和２年度見込みについて、取組状況の
調査を行い、進捗管理を行った。
また、子ども・子育て支援事業計画の変更を予定している市町村と協議を行った。

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

子ども家庭センターの体制強化
児童福祉司等の計画的な配置と人
材育成

増加する児童虐待相談対応件数や、複雑・困難化するケースについ
て、子どもの心理、健康・発達、法律等の側面から適切に対応すると
ともに、業務量に見合った体制強化及び専門性向上に向け、児童福
祉司等の計画的な配置に取り組みます。

0 0
令和元年8月に公表した「児童福祉司の増員計画」において、高い専門性の確保・維
持の観点から、毎年20人程度増員することとし、令和２年度は児童福祉司を２５人増
員した。

◎
福祉部家庭支援
課

体制や各機能の強化

子どもの権利擁護が図られるとともに、一人ひとりの子どもの状況に
応じた適切な一時保護ができるよう、緊急保護機能やアセスメント機
能の強化に取り組みます。また、新たな一時保護所の設置をはじめ
とした体制の強化策について検討を進めます。

94,778 86,599

子どもの権利擁護が図られるとともに、一人ひとりの子どもの状況に応じた適切な一
時保護ができるよう、緊急保護機能やアセスメント機能の強化を行った。また、中高
生を受け入れる民間施設に一時保護委託料の加算を行った。さらに、新たな一時保
護所の設置をはじめとした体制の強化策について検討を行った。

◎
福祉部家庭支援
課

個別性が尊重されるような環境整
備

子どものニーズや状態像に合わせて適切な一時保護ができるよう、
児童養護施設等における一時保護専用施設の整備を推進するなど、
多様な一時保護の場を整備します。また、一時保護中の教育・学習
支援など、一時保護環境の充実を図ります。

12,747 0

「第三次大阪府社会的養育体制整備計画」の策定にあたり、乳児院及び児童養護
施設に対し小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた計
画の策定を依頼。このうち、一時保護専用床の整備を希望する施設に対し、令和3
年度の新たな一時保護専用床の開設に向け施設整備を行った。
（令和2年度一時保護専用床整備施設数：1施設）

◎
福祉部家庭支援
課

里親等委託率
11.6%
（30年度）

26% 14.8% ◎

登録里親家庭数
（ファミリーホーム含む）

316家庭
（30年度）

683家庭 283家庭 ◎

里親等に委託する子ども数 161人 377人 206人 ◎

施設等の小規模かつ地域分散化、
高機能化及び多機能化・機能転換
に向けた働きかけ

各施設の「小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転
換に向けた計画」に基づき施設整備を行うよう、大阪府が適宜助言等
を行うとともに、一時保護専用施設の整備等、施設の高機能化及び
多機能化・機能転換が進むよう働きかけます。

216,839 267,161

令和元年度に各施設が策定した「小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能
化・機能転換に向けた計画」に基づき、令和2年度に施設整備を希望する施設につ
いて、計画に基づく整備を実施した。
（令和2年度整備施設数：７施設）

◎
福祉部家庭支援
課

児童自立支援施設の運営による子
どもの社会的自立に向けた支援

府の児童自立支援施設である府立修徳学院及び府立子どもライフサ
ポートセンターでは、高い専門性を活かし、非行や家庭環境などの理
由により生活指導等を要する児童に対し、社会的自立を支援します。

191,327 214,774
府立修徳学院及び府立子どもライフサポートセンターにおいて、非行や家庭環境な
どの理由により生活指導等を要する児童に対し、社会的自立を支援した。

◎
福祉部家庭支援
課

社会性の獲得や、自立する力を身
につけるための支援の提供

施設や里親等と連携し、退所を控えた子どもたちの生活相談支援や
ソーシャルスキルを学ぶための講習会を実施するとともに、大学等就
学者の卒業までの居住支援に取り組みます。

13,327 13,207

ソーシャルスキルトレーニングについては、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、オンラインでの開催や、実施予定を変更するなどしつつ、児童の退所後の自立を
支援し、退所後児童については、生活相談及び就労・就学相談を行い、地域で安定
した生活をするための支援を行った。

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

自立した後も支えとなるような支援
の充実

自立支援担当職員の配置など退所後の生活相談支援体制を構築す
るとともに、家賃や生活費等の貸付や身元保証人の確保等を行うこ
とにより、児童等の社会的自立を支援します。

6,732
296

29,681
249

措置解除後も施設等で生活するため、安心安全な養育環境を整えるよう、施設等に
対し居住費及び生活費を補助し、対象者の就学を支援した。

施設退所児童等の自立支援を図る観点から、退所後の就職やアパート等を賃貸す
る際、施設長等が身元保証人や連帯保証人となった場合に、全国社会福祉協議会
が契約者となる損害保険契約の保険料を負担した。

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

子どもが意見を表明しやすい環境
づくり

子どもが権利の主体であるという改正児童福祉法の理念を念頭に、
「子どもの権利ノート」と「あなたへの大切なお知らせ」により子どもが
意見を表明しやすい環境づくりに努めます。

721 8,175

・施設等で生活する幼児年齢以上の全児童に対し、子どもの権利ノート及び権利侵
害があった場合に届け出ることのできるはがきを添付した「あなたへの大切なお知ら
せ」を配付し、早期発見に努め、権利侵害があった場合や子どもの意見と施設職員
の意見が異なる場合に第三者に意見を述べやすい仕組みを整えた。また、施設と
措置機関が合同で権利ノートに関する講習会を実施し虐待等の予防に取り組んだ。
・国が開催する「子どもの権利擁護に関するワーキングチーム」に参加し、アドボケイ
ト制度等について検討を行った。

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

権利侵害の予防・防止や、苦情解
決の仕組み等の構築

「大阪府社会福祉審議会児童福祉専門分科会被措置児童等援助専
門部会」を開催し、虐待行為や児童間トラブルへの対処について、事
案への対応を検証するとともに再発防止に向けた取組みを推進しま
す。

140 126
大阪府社会福祉審議会児童福祉専門分科会に被措置児童等援助専門部会を設け
て、専門家からの意見を聴き、再発防止の取り組みを行った。
（開催回数：令和2年度2回）

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

市町村の子ども家庭支援体制の
構築

一時保護機能の拡充

「家庭における養育環境と同様の
養育環境」と「できるかぎり良好な
家庭的環境」の推進

施設退所児童等に対する自立支
援の充実

子どもの権利擁護の充実

包括的な里親等支援体制の構築
や委託率の向上に向けた取組み
の推進

子ども家庭センター管内全域を対象として、里親のリクルートから養
育支援までを包括的に支援するＡ型フォスタリング機関（１支援機関
あたり４０家庭の里親を管理・支援）、及び児童養護施設等に配置さ
れた里親支援専門相談員を中心に里親支援を行うＢ型フォスタリン
グ機関（１支援機関あたり２０家庭の里親を管理・支援）の設置を進め
るとともに、Ｂ型フォスタリング機関の取組実績に応じた新たな加算の
仕組みの実施など、里親支援体制の構築及び委託率向上を図りま
す。

168,998 217,053

子ども家庭センター６管内のうち、５管内にＡ型フォスタリング機関を整備。Ｂ型フォ
スタリング機関についても設置を進め、20施設を指定した。

昨年度定めた里親等委託率の目標達成に向け、Ｂ型フォスタリング機関の取組みを
推進するための「里親登録推進事業」、及び里親委託前の交流機会を十分に確保
することを目的とした「里親への委託前養育支援事業」を新たに実施した。

◎
福祉部家庭支援

課

基本方向2－11



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組み１５ 障がいのある子どもへの支援の充実
取組項⽬１５－（１）障がいのある⼦どもへの医療・福祉⽀援

居宅介護・重度障がい者等包括支
援・同行援護・行動援護

介護を必要とする障がい児等のいる家庭を訪問し、日常生活等の介
護を行う市町村に対して補助を行います。（居宅介護・重度障がい者
等包括支援）
視覚障がいや知的・精神障がいにより行動上著しい困難がある障が
い児等のために、外出時の介護等を行う市町村に対して補助を行い
ます。（同行援護・行動援護）

13,173,185
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

14,532,463
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

※当初

令和２年度大阪府障がい者自立支援給付費等負担金
（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者包括支援等）
(障がい児に対する負担分は左記の内数)

◎

福祉部障がい福
祉室障がい福祉
企画課

短期入所
障がい児等のいる家庭において、保護者等が疾病、出産等により介
護することが困難になった場合、施設で短期入所を行う市町村に対し
て補助を行います。

1,110,308
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

1,467,351
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

※当初

令和２年度大阪府障がい者自立支援給付費等負担金
（短期入所）(障がい児に対する負担分は左記の内数)

◎

福祉部障がい福
祉室障がい福祉
企画課

計画相談支援
障がい福祉サービス等を申請した障がい児について、サービス等利
用計画の作成、及び支給決定後のサービス等利用計画の見直し（モ
ニタリング）を行った市町村に対して補助を行います。

853,515
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

983,162
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

※当初

令和２年度大阪府障がい者自立支援給付費等負担金
（計画相談支援）(障がい児に対する負担分は左記の内数)

◎

福祉部障がい福
祉室障がい福祉
企画課

移動支援
屋外での移動が困難な障がい児等について、外出のための支援を
行う市町村に対して補助を行います。

2,536,949
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

2,692,500
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

※当初

大阪府市町村地域生活支援事業費補助金
(障がい児に対する負担分は左記の内数)
※不可分のため地域生活支援促進事業分を含む

◎

福祉部障がい福
祉室障がい福祉
企画課

補装具費の支給
身体障がい児等の失われた身体機能の補完、代替する補装具の交
付、修理または借受けにかかる費用を支給する市町村に対して補助
を行います。

495,623
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

521,822
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

※当初

令和２年度大阪府障がい者自立支援給付費等負担金
（補装具費の支給）(障がい児に対する負担分は左記の内数)

◎

福祉部障がい福
祉室障がい福祉
企画課

日常生活用具の給付・貸与
障がい児等の日常生活をより円滑にするための支援用具等を給付ま
たは貸与する市町村に対して補助を行います。

2,536,949
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

2,692,500
(障がい児に対する負
担分は上記の内数)

※当初

大阪府市町村地域生活支援事業費補助金
(障がい児に対する負担分は左記の内数)
※不可分のため地域生活支援促進事業分を含む

◎

福祉部障がい福
祉室障がい福祉
企画課

障がい児通所支援事業の充実

障がい児が身近な地域で療育を受けることができるよう、児童発達支
援、放課後等デイサービスを行う事業所の確保に努めます。
また市町村と連携し、保育所等訪問支援を行う事業所の拡大に努め
ます。
さらに、障がい児相談支援、保育所等訪問支援を合わせて行う、地
域の中核的な療育支援施設である児童発達支援センターを設置する
市町村を支援します。

0 0

○児童発達支援事業所数（医療型を含む）
 ・実施の事業所数 689事業所（指定都市を除く）
 ・実施市町村数   38市町村（指定都市を除く）

○放課後等デイサービス事業所数
 ・実施の事業所数 897事業所（指定都市を除く）
 ・実施市町村数   40市町村（指定都市を除く）

○保育所等訪問支援実施事業数
 ・実施の事業所数 89事業所（指定都市を除く）
 ・実施市町村数   39市町村（指定都市を除く）

○児童発達支援センター設置市町村数 32市町村（指定都市を除く）

○

福祉部障がい福
祉室域生活支援
課

障がい児入所施設における療育指
導等の充実

障がい児の自立支援及び福祉サービスの向上を促進するため、障
がい児の状況に応じた療育の充実を図ります。また、障がい児入所
施設に対し、サービス向上を図るため、看護師の配置を行った場合
に経費を支援します。

3,040 2,888

障がい福祉施設機能強化推進事業の実施
障がい児施設が新たな課題に対応するため、原則、国が定める職員配置基準以外
の職種の職員の配置に要する経費や施設入所児（者）の処遇の向上を図るために
必要な経費について、府単独で補助した。
・サービス向上支援事業1施設

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

難聴児補聴器交付事業
身体障がい者手帳の交付対象とならない中度難聴児に対して補聴
器の購入にかかる費用の一部を交付するとともに、聴力検査に要す
る検査料の負担を行います。

249 950
補聴器交付件数… 3件
補聴器交付台数…5台
検査料交付件数…  0件

○
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

障がい児等療育支援事業

在宅の障がい児（者）の地域における生活を支えるため、障がい児
（者）の支援を行う通所支援事業所、保育所、幼稚園、学校等の職員
を対象として、療育指導・相談に係る助言・指導・研修等を実施しま
す。

11,169 10,610

委託実施機関   2箇所
・機関支援事業
 相談支援：実施中
 相談支援に加え、障がい児通所支援事業所等を対象として、研修等を実施中。
 研修：全体研修 2回
     地域別交流会 3回
     地域別専門研修会 3回
     重心児を支援する事業所等への福祉的な面からの機関支援 3回
     重心児を支援する事業所等への医療的な面からの機関支援 1回

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

訪問看護利用料助成事業(対象：
障がい児（者）)

重度障がい児の在宅療養を支援するため、訪問看護ステーションを
利用する重度障がい児に対し、利用料の助成を実施する市町村に対
して補助を行います。

3 10
平成30年4月より福祉医療費助成制度に統合したため事業廃止。経過措置として過
年度診療分のみ補助。

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

障がい児福祉手当、重度障がい者
在宅生活応援制度

重度の障がい児等の福祉の増進を図るため、障がい児福祉手当を
支給します。また、重度の身体障がいと重度の知的障がいの重複障
がい児（者）と介護する方々の在宅生活の推進のため、重度障がい
者在宅生活応援制度の給付金を支給します。

11,832

401,640

12,428

393,001

障がい児福祉手当：11,832千円
重度障がい者在宅生活応援制度：401,640千円

○
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

障がい・難病児等療育支援体制整
備事業

保健所において、身体障がい児、小児慢性特定疾患児とその家族に
対して、専門相談や集団での療育指導を実施するとともに、地域での
総合的な支援体制づくりを推進する。病院から地域へのスムーズな
移行や日常生活の支援のための地域関係機関とのネットワークづく
りを保健師が主導して行います。また、難病児等へのピアカウンセリ
ング等をNPO法人難病連に委託して実施します。

5,922 13,560
・身体障がい児：専門相談、患者・家族交流会を開催
・慢性疾患児:専門相談、患者・家族交流会を開催
･ピアカウンセリング事業：電話相談等を実施

○ 相談件数

専門相談(30年
度）
身体障がい児延
べ91人
小児慢性延べ269
人
集団支援延べ309
人

支援の必要な障
がい・難病児が、
専門相談を受ける
ことができている

専門相談（R2年
度）
身体障がい児延
べ32人
小児慢性疾患児
延べ220人
集団支援延べ20
人

○
健康医療部保健
医療室地域保健
課

府民の障がい理解のための取組 発達障がい啓発事業
「世界自閉症啓発デー」（4月2日）及び「発達障がい啓発週間」（4月2
日～8日）に自閉症をはじめとする「発達障がい」について、府民の正
しい理解と認識を深めるための事業を実施します。

0 0
世界自閉症啓発デー（4月2日）に、府内主要建物のブルーライトアップを実施すると
ともに、葛城煙火株式会社の協力により万博記念公園でブルーの花火の打ち上げ
を実施。

○
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

障がいのある子どもに対する支援
体制の拡充

〇

基本方向2－12



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

乳幼児健診体制整備事業
乳幼児健診において発達障がい診断補助装置を活用する市町村を
支援します。

248 0

 精神医療センター等において注視点検出による社会性発達の評価補助装置を活
用し、データの集積を図るとともに、府内３市町の乳幼児健診において府有機を活
用し、保護者の子どもの社会性の発達状態への気づき支援を実施。

※新子育て支援交付金（優先配分枠事業）の交付対象事業のため

○ ゲイズファインダー活用数
活用市町村数

 3市町

すでに導入してい
る市町村への支
援を確実に実施
するとともに、他
の市町村でも活用
が進むよう情報提
供等に努める。
（令和2年度）

活用市町村数
3市町 ○

福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

気づき支援人材育成事業

発達障がいの可能性がある子どもの早期発見、子どもへの早期支援
ができる人材を養成するため、大阪府内の保育所・幼稚園等に勤務
する保育士・幼稚園教諭等を対象に、発達障がいの特性と発達障が
い児への具体的な支援方法などについての研修を実施します。

0 0
公民連携（塩野義製薬株式会社と共催）により実施
基礎講座（１日程）：69名受講
実践講座（３日間×２クール）：61名受講

○
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

発達障がい専門医療機関ネット
ワーク構築事業

２次医療圏域で、医療機関の研修や診療支援の機能を備える医療
機関を確保し、圏域における医療機関同士の連携を図ります。併せ
て、かかりつけ医の研修も実施します。

2,663 4,805

2次医療圏域で、医療機関の研修や診療支援の機能を備える医療機関（拠点医療
機関）を確保し、圏域における医療機関同士の連携を図る。
拠点医療機関：６か所（大阪大学医学部附属病院、大阪医科大学附属病院、大阪
精神医療センター、八尾市立病院、近畿大学病院、大阪母子医療センター）

◎ 拠点医療機関数 2医療機関
6医療機関
（令和2年度）

6医療機関 ◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

〇
発達障がいのある子どもの早期発
達支援の充実

障がい児通所支援事業者育成事
業

市町村において、質の高い専門的な療育支援や家族支援を行うこと
ができるよう、発達障がい児の療育を提供する事業所や児童発達支
援センターへの訪問による相談支援を行うことにより、発達障がいの
支援に関わる従事職員の人材育成及び事業所等への機関支援を実
施します。

25,338 25,337

児童発達支援センターや障がい児通所支援事業所の従事者の支援力の向上等を
図るため、訪問、来訪、見学受入等により、従業員の育成及び機関支援を実施。
・機関支援実施機関（事業所）数…94ヵ所
・機関支援延べ回数…312回
・機関支援を受けた事業所がある市町村数…21市町村

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

発達障がいのある子どもの家族に
対する支援の充実

ペアレントサポート事業

保護者が子どもへの効果的な対応方法を学ぶペアレント・トレーニン
グの市町村による実施をサポートするため、市町村へサブインストラ
クターを派遣しました。（～H30）
また、発達障がい児の保護者自身が他の発達障がい児の保護者等
を講演や情報提供等によりサポートするというペアレント・メンターを
養成し、市町村等へ派遣します。
発達障がい児を含め子育て中の保護者が、自信を持って楽しく子育
てできるようになるためのペアレント・プログラムを実施する市町村を
支援するため、人材を養成します。

2,400 2,119

○ペアレント・メンター事業
ペアレント・メンターの養成及び市町村等への派遣を実施。
・フォローアップ研修…12名受講
・スキルアップ研修…19名受講
・メンター活動（派遣）…13回

〇ペアレント・プログラム事業
ペアレント・プログラムの実施者を養成
・実践研修…8市より13名受講

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

発達障がい児者支援体制整備検
討部会の運営

発達障がい児者支援施策の課題等について、ライフステージに応じ
た一貫した切れ目のない支援体制の整備に向けた検討を行うととも
に、「発達障がい児者総合支援事業」の進捗管理等を行います。

665 685
 部会やワーキンググループにおいて、「新・発達障がい児者支援プラン」の評価に
着手するとともに第5次障がい者計画における発達障がい児者支援施策について検
討を行った。併せて発達障がい児者支援に係る事業の進捗管理も行った。

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

発達障がい者地域支援マネー
ジャー事業

市町村における発達障がい児者支援体制を整備するため、「発達障
がい者地域支援マネージャー」が、体制整備に向けた相談・助言等を
行うとともに、困難ケースに係るコンサルテーション、市町村内の事業
所のニーズに応じた研修等を実施します。

12,635 0

市町村における発達障がい児者支援体制を充実させるため、発達障がい者支援セ
ンターに配置した地域支援マネージャーが、以下の業務を実施した。
①市町村の体制整備支援(地域資源等の診断、体制整備に向けた相談・助言等)
②困難ケースに係るコンサルテーション（個別ケース会議における助言等）
③市町村内事業所への研修等（オーダーメイド型研修）
※令和3年度から内容を一部変更し「地域支援力向上事業」へ移行

◎
派遣した地域自立支援協議
会数

のべ25自立支援
協議会へ派遣
（28-30年度）

35自立支援協議
会へ派遣
（令和2年度）

のべ32自立支援
協議会へ派遣
（H28-R2年度）

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

発達障がい者支援センター事業
府域の発達障がい児者支援を総合的に行う拠点として、専門的な相
談支援や機関コンサルテーション、関係機関への情報提供等を実施
します。

33,568 33,568

発達障がい者支援センターは、発達障がい者支援を総合的に行う拠点として、発達
障がい者及びその家族、行政、学校等への専門的な相談支援、助言・指導、情報提
供や就労支援、発達障がい者支援を行う関係施設職員等への普及啓発・研修、関
係機関との連絡会議の開催等を行った。

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

①医療的ケア児等コーディ
ネーターの養成

①医療的ケア児等
コーディネーター養
成研修において、
33名のコーディ
ネーターを養成。ま
た、医療的ケア児
等支援者養成研修
において、128名の
支援者を養成。

①全ての市町村の
協議の場に配置で
きるように養成す
る。

令和２年度、医療
的ケア児等コーディ
ネーター養成研修
において、17名の
コーディネーターを
養成。また、医療的
ケア児等支援者養
成研修において、
132名の支援者を
養成。令和２年度ま
でに、大阪府内43
市町村（大阪市堺
市含む）のうち、21
市町にコーディネー
ターを配置してい
る。

◎

②重症心身障がい児者地域
ケアシステム整備事業の推
進

②
 (1)医療依存度の
高い重症心身障が
い児者等支援部会
外部有識者及び庁
内関係部局が参画
する医療依存度の
高い重症心身障が
い児者等支援部会
を設置。
(2)医療型短期入所
整備促進事業
直接補助：延べ利
用日数1,617日
間接補助（政令
市）：延べ利用日数
2,320日
事業実施圏域：6圏
域

② (1)医療依存度
の高い重症心身障
がい児者等支援部
会の円滑な運営と
充実を図る。 医療
依存度の高い重症
心身障がい児者等
に関する協議の場
を全ての市町村に
設置する。  (2) 高
度な医療的ケアが
必要な重症心身障
がい児者の地域生
活を支える地域ケ
アシステムの強化
のため、受け入れ
先を整備する。
事業実施圏域：8圏
域

(1)市町村におけ
る協議の場の設
置については、令
和2年度までに37
自治体が協議の
場を設置した。未
設置の市町村に
対して、大阪府か
ら働きかけを行っ
た。
(2)医療型短期入
所支援強化事業
直接補助：延べ利
用日数1,207日
間接補助（政令
市）：延べ利用日
数2,664日

◎

③重症心身障がい児を受け
入れる事業所の支援技術の
向上を目的とした機関支援
の実施

③重症心身障がい
児支援の支援ツー
ルを作成。

③支援ツールを用
いた研修や事例検
討、見学・実習、相
談会、電話相談等
の機関支援を実施
し、府内全域の重
症心身障がい児を
受け入れる事業所
へ支援ノウハウを
提供する。

・福祉的な面からの
機関支援
 研修会 ３回
 事例検討会 ２回
 専門相談会 ２回

・医療的な面からの
機関支援
 研修会 １回
 事例検討会 １回
 専門相談会 １回

◎

①医療依存度の高い重症心身障がい児者等支援部会の実施
 大阪府においては、令和元年度に引き続き、庁内の関係部局が参画する医療依
存度の高い重症心身障がい児者等支援庁内連絡会議を実施するとともに、大阪府
医療依存度の高い重症心身障がい児者等支援部会を開催し、各医療機関に対し医
療的ケア児実態調査を実施し医ケア児数の把握などを行った。
 また、市町村においては、令和2年度までに37自治体が協議の場を設置した。未設
置の市町村に対して、大阪府から働きかけを行った。
②医療型短期入所支援強化事業
 府内8圏域（大阪市、堺市、豊能、三島、北河内、中河内、南河内、泉州）での実施
を目指す。
 （令和2年度実績）直接補助：延べ利用日数1,207日
           間接補助（政令市）：延べ利用日数2,664日
③医療的ケア児等コーディネーター・支援者養成研修の実施。
令和２年度研修修了者
コーディネーター17名  支援者132名

◎
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

多様化する医療的ケアを必要とする障がい児者のニーズを的確に把
握し、きめ細かで適切な支援につなぐための知識・技能を有する人材
養成を行うとともに、府内全体の医療的ケア児の支援体制の構築に
つなぐため市町村域等の保健・医療・福祉・教育等の医療依存度の
高い重症心身障がい児者等の支援に関わる協議の場とも連携を図
りながら、府においても同様の協議の場を設置・運営します。
また、重症心身障がい児を受け入れる事業所に対して、支援におけ
る福祉面・医療面での技術向上を図るため、研修や事例検討、実
習、助言、専門相談等の支援を実施します。

医療的ケア児等に対する総合的支
援

①371
②41,365
③1,164

①504
②44,002
③1,536

発達障がいの早期発見の取組の
充実

発達障がいのある子どもに対する
支援体制の充実

医療的ケアが必要な重症心身障
がい児の地域生活支援の充実

〇

基本方向2－13



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

取組項目１５－（2）障がいのある子どもへの教育支援

障がいのある生徒の高校生活支援
事業

府立高校において、障がいのある生徒と障がいのない生徒の「ともに
学び、ともに育つ」教育を推進するため、「エキスパート支援員」等を
配置し、教育環境を整備します。

101,737 112,745
全ての府立高校にエキスパート支援員（臨床心理士）を配置。また、障がい等により
配慮が必要な生徒に対する支援の要望があった学校に学校生活支援員を配置し
た。

◎
障がいのある生徒の高校生
活支援事業

エキスパート支援
員としてスクール
カウンセラーを全
府立高校に配置。
学校から要望が
あった、障がいに
より配慮を必要と
する生徒の状況
に応じて、介助員
を32校に、学習支
援員を29校に配
置。

生徒一人ひとりの
障がいの状況に
応じた学校生活支
援がなされてい
る。

エキスパート支援
員としてスクール
カウンセラーを全
府立高校に配置。
学校から要望が
あった、障がいに
より配慮を必要と
する生徒の状況
に応じて、介助員
を28校に、学習支
援員を37校に配
置。

◎
教育庁教育振興
室高等学校課

府立支援学校の教育環境の充実

府立支援学校における知的障がい児童生徒数の将来推計の結果を
踏まえ、平成30年3月に策定した「府立支援学校における知的障がい
児童生徒の環境充実に向けた基本方針」に基づき、①支援学校の既
存施設の活用、②他の障がい支援学校との再編整備、③府立高校
内に支援学校分教室の設置、④知的障がい支援学校の新設の取組
みを順次進めます。

14,391 98,266
もと西淀川高校を活用し、新たな知的障がい支援学校の整備に向け、基本計画を
策定し、課題や条件を整理した。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

障がい種別ごとの支援学級設置の
促進

障がい種別による支援学級の設置や、支援学校におけるセンター的
機能を活用し、 小・中学校における「ともに学び、ともに育つ」教育を
推進します。

0 0
支援学級の障がい種別による設置をすすめ、小・中・義務教育学校合わせて２４６学
級の増設置を行った。（政令市を除く）

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

市町村医療的ケア体制整備推進
医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する小・中学校への看護師
の配置を促進します。

32,206 0 府補助事業を活用し、２８市町１７６校の小・中学校に看護師が配置された。 ◎
教育庁教育振興
室支援教育課

市町村医療的ケア等実施体制サ
ポート

小・中学校で勤務する学校看護師の周知や定着支援を行うとともに、
新たに医療的ケアが必要な児童生徒を受け入れる小・中学校の施設
整備等を行う市町村をサポートします。

2,735 63,034

・学校看護師のための医療講習会開催（9/12、9/27）
・医療的ケア児に対する新型コロナウイルス感染症対策等についての助言を行うため、医
師等の専門家を派遣  （７市９校へ派遣）
・コロナウイルス感染症拡大防止の観点より、医療的ケア実践報告会は開催せず。 （代
替方策として、学校看護師という職について理解を広めるためのリーフレットを作成）
・体制整備に係る補助の申請（２市町より申請）

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

医療的ケア通学支援事業
府立学校において、医療的ケアが必要なために通学バスを利用でき
ない等の理由により通学が困難な児童生徒の学習機会の保障と、送
迎等を行っている保護者負担の軽減を図ります。

128,584 533,290
９月から制度を本格的にスタートさせ、準備の整った児童生徒から順次制度を利用
した通学を行った。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

支援学校におけるキャリア教育・就
労支援の充実

教育課程改善事業

モデル校２校に「授業改善アドバイザー」を配置し、そのノウハウを全
府立支援学校に情報提供し、支援学校における、キャリア教育・職業
教育充実に向け、各学部の教育課程の見直しを図り、教員の専門性
の向上や授業改善とともに就労意欲の向上、就職率の向上を図りま
す。

0 0

教育課程改善事業については、平成29年度～令和元年の３か年計画で実施をし、
昨年度をもって終了。
令和2年度より、キャリア教育支援体制強化事業として、府立思斉支援学校、府立交
野支援学校四條畷校の2校に、キャリア教育支援アドバイザーを派遣し、全職員を
対象とした研修会等を実施。

知的障がい支援学校卒業生
の就職率

28.7%
（30年度）

35%
（令和4年度）

教育庁教育振興
室支援教育課

府立高等学校における知的障がい
のある生徒の教育環境整備

府立高校において、知的障がいのある生徒が社会的自立を図れるよ
う、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を行い、「ともに学び、と
もに育つ」教育を推進する環境を整備します。

34,777 37,198

令和２年度より、府立なにわ高等支援学校を本校とする新たな共生推進教室を府立
東住吉高校、府立今宮高校に設置した。
また、例年、府内の中学生・保護者・教職員等を対象に開催している「知的障がい生
徒自立支援コース・共生推進教室など実践報告会」について、令和２年度は新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観点から、Webでの開催とし、関係各校の取組み状
況等を取りまとめて府Webページにて発信した。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

「個別の教育支援計画」の作成・活
用の推進

障がいのある全ての幼児児童生徒一人ひとりのニーズに応じたきめ
細かな指導や、一貫した支援の充実に向け、地域支援ネットワークを
整備します。
福祉、医療、労働等の関係機関や専門家との連携・協力を強化しな
がら、幼児児童生徒や保護者の参画のもと、「個別の教育支援計画」
の作成・活用を促進します。

0 0

府立支援学校及び市町村教育委員会が連携をして、地域支援リーディングスタッフ
（府立支援学校）及び市町村リーディングチームを活用しながら、地域支援ネット
ワークの整備をすすめた。また、「個別の教育支援計画」作成・活用実践報告会を
WEB開催（オンデマンド配信）した。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

発達障がいのある幼児・児童・生
徒への支援

通級指導教室の充実
国定数を活用しながら通級指導教室の設置を進め、通常の学級に在
籍するＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠如多動性障がい）を含む障
がいのある児童生徒への指導・支援を充実します。

0 0
小・中・義務教育学校を合わせて４１教室の増設置を行い、３１２教室とした。（政令
市を除く）

◎ 通級指導教室の充実
小学校 201教室
中学校  70教室
合計    271教室

国定数を活用しな
がら通級指導教
室を充実

小学校 233教室
中学校  79教室
合計     312教室

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

障がいのある生徒の高校生活支援
生徒が安心して通える学校づくりを支援するために、生徒一人ひとり
の障がいの状況に応じて、学習支援員、介助員を配置する私立高等
学校等へ補助を行います。

70 972
生徒が安心して通える学校づくりを支援するために、生徒一人ひとりの障がいの状
況に応じて、学習支援員、介助員を配置する私立高等学校等へ補助を行った。

◎
教育庁私学課

私立幼稚園特別支援教育助成
特別支援教育の充実と保護者の経済的負担の軽減を図るため、私
立幼稚園に対し助成します。

994,600 988,624 令和２年度補助対象：202園 1,298人 ◎
教育庁私学課

支援学校等における障がいのある
幼児・児童・生徒への経済的支援

特別支援教育就学奨励費
支援学校等に就学する幼児・児童・生徒の保護者等の経済的負担を
軽減するため、その負担能力に応じ、就学のため必要な経費につい
てその一部を支給します。

754,509 932,364
支援学校に就学する幼児・児童・生徒の保護者等に対し、通学費や教科用図書購
入費等就学のため必要な経費についてその一部を支給しました。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

学校卒業後等の学びの場づくり 学校卒業後等の学びの場づくり

平成30年度に実施した「障がい者の多様な学習活動を総合的に支援
するための実践研究」により、「学びの場」に関する取組みについて、
保護者や生徒等にしっかりと情報を行き渡らせる必要があり、「学び
の場」への期待が多様であることが把握されたことを踏まえ、府内で
「学びの場」の提供に取組む事業所等の情報を広く公表する仕組み
を運用します。

0 0

HPにて、府内の「学びの場」の情報発信を行うとともに、「学びの場」を周知するため
のチラシを作成し、支援学校等に配布を行った。
また、支援教育課と連携し、支援学校の校長会等で「学びの場」の情報共有も実施
した。
地方分権改革に関する提案(内閣府)において、自立訓練（生活訓練）について、利
用期間の弾力的な運用に関し、関西広域連合・構成団体の共同提案（府が主提案
団体、賛同１１団体による）を実施した。

○
福祉部障がい福
祉室自立支援課

私立学校における障がいのある子
どもへの支援

支援を必要とする児童・生徒の増
加や多様化に対応した環境整備

一人ひとりの教育的ニーズに応じ
た支援の充実

基本方向2－14



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

聴覚に障がいのある子ども等の支
援等

聴覚に障がいのある子ども等の支
援等

府立福祉情報コミュニケーションセンターを拠点として、新生児聴覚ス
クリーニング検査（生後４ヶ月頃までに実施）で「聴覚に障がいあり」と
判定された乳幼児及びその保護者に係る相談支援や関係機関との
連携体制の確保、手話（ことば）の獲得支援を担う専門人材の養成確
保や派遣など、一貫した取組みである「こめっこプロジェクト」を実施し
ます。

６月14日まで
2,491千円
６月15日から
279,356千円（府立福祉
情報コミュニケーション
センター指定管理料）
の内数

389,444千円（府立福祉
情報コミュニケーション
センター指定管理料）
の内数

保護者向けの手話習得支援、保護者同士の交流の場の提供、カウンセリング等を
実施した。
また、聴覚に障がいのある子どもの言語獲得支援スタッフを養成、他機関からの派
遣要請にも応じるなど、聴覚障がい児とその保護者支援に取り組んだ。

○
福祉部障がい福
祉室自立支援課

視覚に障がいのある子ども等の支
援等

視覚に障がいのある子ども等の支
援等

府立福祉情報コミュニケーションセンターを拠点として、就学前の視
覚障がいのある幼児等に対し、相談支援や通所支援等の必要な援
助等を行います。

６月14日まで
1,196千円
６月15日から
279,356千円（府立福祉情
報コミュニケーションセン
ター指定管理料）の内数

389,444千円（府立福祉
情報コミュニケーション
センター指定管理料）
の内数

視覚障がい幼児を療育している家庭に対し、次の事業を実施した。
・電話や来館による育児の指導・相談などの助言指導を行った。
・視覚障がい乳幼児に対し、通所による基本的な生活習慣の確立など、自立に向け
て適切な療養を行った。

○
福祉部障がい福
祉室自立支援課

支援学校等への支援等
府内障がい者スポーツの中核拠点であるファインプラザ大阪等にお
いて、府立支援学校等への支援を行うほか、府立支援学校等のダン
スパフォーマンスに係る発表等の場を確保します。

246,779千円（障がい者
交流促進センター運営
費と稲スポーツセン
ター運営委託費）の内
数

266,242千円（障がい者
交流促進センター運営
費と稲スポーツセン
ター運営委託費）の内
数

支援学校等へ、ファインプラザ大阪や稲スポーツセンターから障がい者スポーツ指
導員等を派遣する出前事業や、備品の貸出等を実施した。
また府立支援学校等のダンスパフォーマンス発表の機会を提供するため、支援学校
等ダンスパフォーマンス大会・大阪を開催した。

○
福祉部障がい福
祉室自立支援課

スポーツ・文化教室等の実施
ファインプラザ大阪等において、スポーツ教室（水泳、バトミントン、体
操等）、文化教室（音楽、料理等）等を行います。

246,779千円（障がい者
交流促進センター運営
費と稲スポーツセン
ター運営委託費）の内
数

266,242千円（障がい者
交流促進センター運営
費と稲スポーツセン
ター運営委託費）の内
数

ファインプラザ大阪および稲スポーツセンターにて、多種多様なスポーツ・文化事業
を開催した。
新型コロナウイルス感染症の影響により、中止を余儀なくされたものや規模を縮小し
て開催したものなどもあるが、代替事業の開催や開催数を増やすなど工夫しながら
実施した。

○
福祉部障がい福
祉室自立支援課

個別の取り組み１６ 外国につながる子どもへの支援について
取組項目１６－（１）在日外国人や支援を要する帰国者の子ども等への支援

「大阪府在日外国人施策に関する
指針」に基づく施策の推進

平成１４年１２月に策定した「大阪府在日外国人施策に関する指針」
に基づき、国籍や民族の違いを認めあい、ともに暮らすことのできる
共生社会の実現に向け、在日外国人施策を総合的に推進します。

0 126

「大阪府在日外国人施策に関する指針」関連施策として、大阪府における在日外国
人施策の実施状況について取りまとめ、大阪府在日外国人施策有識者会議委員へ
の送付を行った。
(大阪府在日外国人施策有識者会議については新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点より中止。)

◎
府民文化部人権
局人権擁護課

外国人受入環境整備事業
在留外国人が生活・就労等に関する適切な情報に速やかに到達でき
るよう、11言語で情報提供・相談を行う（公財）大阪府国際交流財団
の実施する一元的相談窓口に対し、補助を行います。

20,000 19,000 相談件数：2,368件 ◎
府民文化部
都市魅力創造局
国際課

帰国渡日児童生徒学校生活サ
ポート推進事業

大阪府Ｗｅｂページにおいて、学校生活に係る情報を多言語（１２言
語）で提供します。市町村と連携して、府内８地区において多言語に
よる進路ガイダンスを実施します。

1,409 1,427

・ホームページを活用して13言語による学校での生活や進路情報を提供した。
・日本語指導を必要とする帰国・渡日児童生徒やその保護者等を対象に、市町村と
の連携のもと、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、大阪市以外はオンデマ
ンド配信により市町村ごとに多言語による進路ガイダンスを実施した。（のべ75回）

◎
教育庁小中学校
課

日本語教育学校支援事業

日本語指導が必要な生徒が在籍する府立高等学校に対し、日本語・
母語指導や生活適応指導等を行える教育サポーター等を派遣すると
ともに、教材・人材情報の提供や教員等の研修など総合的な支援を
行います。

7,601 7,344
日本語指導が必要な生徒に対して要望があった学校に対し、教育サポーター等の
派遣を行った。要望校教員に対する研修を１０月と２月の２回行った。

◎
教育庁高等学校
課

利用者支援事業（再掲）
子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育・保健その他の
子育て支援の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、
関係機関との連絡調整等を実施する事業を推進します。

270,075 241,462 151か所 ◎
福祉部子育て支
援課

外国籍の子どもの就学機会の確保
市町村教育委員会に対して、それぞれの工夫された就学支援の取組
み事例を広く伝え、外国籍の子どもの就学機会が適切に確保される
よう支援します。

0 0

市町村教育委員会に対して、外国籍の子どもの就学に係る取組み状況調査を行う
とともに、市町村の学事関係事務担当者会（8/28）を開催し、各市町村の工夫された
就学支援の取組み事例を広く伝えるなど、すべての外国籍の子どもの就学状況を
把握し、就学機会が適切に確保されるよう指導助言を行った。

◎
教育庁小中学校
課

日本語指導推進事業
日本語指導が必要な児童生徒が教室で授業を受けることができるた
めの日本語能力の向上に向けた学習環境の整備を支援します。

38,672 19,428

・日本語指導スーパーバイザーが、日本語指導が必要な児童生徒のうち、十分な日
本語指導が受けられていない児童生徒が在籍する市町村及び学校、34市町村121
校に訪問。
・外国人児童生徒支援員16名が69校で支援し、教職員から2852件、保護者から176
件、児童生徒から3922件相談対応した。

◎
教育庁小中学校
課

府立障がい者交流促進センター
（ファインプラザ大阪）及び府立稲
スポーツセンターによる支援学校
等への支援等

在日外国人や支援を要する帰国
者の子ども等への支援

〇
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

個別の取り組み１７ その他支援が必要な人や子どもへの支援
取組項目１７－（１）予期せぬ妊娠等に悩む人が妊娠早期から相談できる体制の充実

予期せぬ妊娠等に悩む人が妊娠
早期から相談できる体制の充実

児童虐待発生予防対策事業（「に
んしんSOS」相談事業 （再掲））

予期せぬ妊娠等に悩む人が妊娠早期から相談できる体制を整備し、
孤立することなく正確な情報を知り必要な支援を受けることにより児
童虐待を予防します。

7,630 7,698

「にんしんSOS」実績
・メール・電話による相談を受理：相談対応件数 実人数927件 延人数2717件
相談内容により、必要時、医療、保健、福祉機関への連絡やサービスの紹介を行っ
た。
・ホームページの運営。

○ 相談件数（再掲） 1,739件（30年度）

望まない妊娠等で
悩む人が必要な
支援を受けるため
の、適切な応対が
できている

2717件 ◎
健康医療部保健
医療室地域保健
課

取組項⽬１７－（２）配偶者等からの暴⼒への対応

DV防止に向けた啓発、関係機関と
の連携

配偶者等からの暴力の根絶に向けて、様々な関係機関が連携を図
ることで総合的な支援体制の整備を進め、暴力の被害者を支援する
ための取り組みを推進します。ＤＶ防止のための啓発のほか、被害者
を支える人材の育成など、市町村における相談機能の確保に向けた
支援を行います。
関係機関との連携を強化するとともに、被害者を支える人材の育成
や「女性に対する暴力をなくす運動」キャンペーンの実施等を行いま
す。

24 173

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に、啓発イベント及びパープルライトアッ
プを実施。
・市町村相談員等を対象にしたブロック別情報交換・事例検討会を開催。
・医療関係者及び教職員向け「DV被害者対応マニュアル」を、関係者へ配布した。
・教職員を対象に、面前ＤＶやデートＤＶに関する研修会を開催した。
・外国人向けDV防止啓発リーフレット（英語、中国語、韓国・朝鮮語、ベトナム語）を
作成し、関係者へ配布した。
・中学生向けデートDV防止啓発リーフレットを作成し、府内中学3年生に配布した。

◎
府民文化部男女
参画・府民協働
課

ＤＶ相談・ＤＶ被害者自立支援事業

女性相談センター、各子ども家庭センターに配偶者暴力防止法に基
づく相談支援センターとしての機能を置き、ＤＶ被害者からの相談に
応じ、警察との連携による安全確保、裁判所による保護命令制度等、
ＤＶ被害者等が利用可能な制度等に関する情報提供等を行います。
各種会議や研修等を通じて、相談支援センターの運営に必要な情報
や専門的知識の提供、技術的な助言等を行うことにより、市町村にお
ける相談支援センターの設置に向けた支援を行います。

95,656 112,619

女性相談センター、各子ども家庭センターに配偶者暴力防止法に基づく相談支援セ
ンターとしての機能を置き、ＤＶ被害者からの相談に応じ、警察との連携による安全
確保、裁判所による保護命令制度等、ＤＶ被害者等が利用可能な制度等に関する
情報提供等を行った。
また、市長会・町村長会人権部長会議、市町村ＤＶ所管課長会議、市町村女性相談
担当者等ブロック別情報交換会（全7ブロック）等（書面含む）において、市町村にお
ける相談支援センター設置を働きかけるとともに、中核市やＤＶ相談対応件数の多
い市町村（13市町）には個別に訪問し、設置を働きかけた。

ＤＶ相談対応件数（女性相談センター・子ども家庭センター）
4,651件

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

ＤＶ被害者の一時保護事業
ＤＶ被害者や同伴児童の安全を確保する観点から、必要に応じて、
各種社会福祉施設や民間シェルター等とも協力し、ＤＶ被害者や同伴
児童の一時保護を行います。

65,994 50,513

ＤＶ被害者や同伴児童の安全を確保する観点から、必要に応じて、各種社会福祉施
設や民間シェルター等とも協力し、ＤＶ被害者や同伴児童の一時保護を行った。
 
ＤＶ被害者の一時保護件数 262件

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

婦人保護施設運営事業
大阪府が設置する婦人保護施設についても、ＤＶ被害をはじめ、様々
な困難な状況にある女性及び同伴児童の保護施設として活用しま
す。

192,132 209,397
・婦人保護施設入所者及び同伴児童への入所支援を行うとともに、施設退所者の自
立生活を支援するため、相談・訪問指導を行った。
・令和3年度からの新たな指定管理期間に向け、指定管理者の選定を行った。

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

府営住宅の一時使用のための住
戸の提供と生活用品の支援

自立をめざすDV被害者が1日も早く自立できるよう、DV被害者に対
する府営住宅の一時使用のための住戸の提供と併せて生活用品面
での支援を行います。

（65,994の内数） （112,619の内数）
自立をめざすDV被害者が1日も早く自立できるよう、DV被害者に対する府営住宅の
一時使用のための住戸の提供と併せて生活用品面での支援を行った。
府営住宅一時使用実績１回

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

母子生活支援施設の機能の向上

利用者ニーズの複雑化、多様化に伴い、離婚、その他の事情により
居住先を失うなど、多くの生活課題を抱えた母親と子どもの生活の安
定が図れるよう、施設機能の向上や関係機関との連携を強化しま
す。

0 0
母親と子どもの生活の安定が図れるよう、施設所在地の関係機関と意見交換会を
開催し、各関係機関の現状及び課題の共有や、今後のより良い支援の方策につい
て意見を出し合い連携を深めた。

◎
福祉部子ども室
家庭支援課

ＤＶ被害者に対する相談・支援
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<基本⽅向３ ⼦どもが成⻑できる社会>

項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

個別の取り組み１８ 義務教育前の子どもへの教育・保育内容の充実
取組項目１８－（１）教育・保育内容の充実

認定こども園、幼稚園、保育所等
における教育・保育機能の充実

認定こども園等研修・幼児教育
フォーラム・幼児教育理解推進事
業・就学前人権教育研修

研修やフォーラム、協議会等を通じて、効果的な取り組みの周知・普
及を図ることにより、認定こども園、幼稚園、保育所、地域型保育事
業における教育・保育機能の充実をめざします。

355
（幼稚園理解推進事業

総額）

幼保連携型認定こども
園教育・保育要領研

修：182

402
（幼稚園理解推進事業

総額）

幼保連携型認定こども
園教育・保育要領研

修：559

・幼児教育センターの取組み
 幼児教育アドバイザー育成研修：6/19～7/3、7/8～7/22、8/21～9/4、9/9～
9/30、 10/7～10/23、11/25～12/25、2/17～3/5（認定者218人）
 幼児教育推進フォーラム：11/10～11/27、2/16～3/5（参加者890人）
・幼稚園教育理解推進事業
 大阪府協議会：資料提供
 園長等専門:研修：11/13～12/4 （参加者237人）
 保育技術専門研修：9/24～10/9、10/27（参加者数151人）
・就学前人権教育協議会：7/10～7/31、10/12～10/30、2/1～2/22（参加者1,333
人）
・市町村幼児教育担当者連絡会：資料提供
※10/27のみ集合開催。他はWeb開催。

・幼保連携型認定こども園教育・保育要領研修
→実施方法：Web開催

◎
就学前人権教育研修・幼稚
園教育理解推進事業

令和元年度：幼児
教育推進フォーラ
ム（園長等専門研
修）（参加300人）
大阪府協議会（参
加46人）
保育技術専門研
修（参加354人）
就学前人権教育
研究協議会（参加
451人）

フォーラム・協議
会等の継続

幼児教育推進
フォーラム
（参加者890人）
園長等専門研修
（参加者237人）
保育技術専門研
修
（参加者151人）
就学前人権教育
研究協議会
（参加者1,333人）

◎

福祉部子ども室
子育て支援課
教育庁市町村教
育室小中学校課
教育センター
教育庁人権教育
企画課
教育庁私学課

総合的に教育・保育を提供する認
定こども園の普及促進

認定こども園の普及促進
認定こども園に移行したい幼稚園や保育所、あるいは認定こども園
の普及促進を図る市町村に対し、認定こども園の設置が円滑に行わ
れるよう支援します。

・施設整備補助による
保育の量的拡大を支

援：435,960
・公立幼保連携型認定
こども園初任者・１０年
経験者研修の実施：

1,904

・施設整備補助による
保育の量的拡大を支

援：5,313,298
・公立幼保連携型認定
こども園初任者・１０年
経験者研修の実施：

3,632

・施設整備費補助による保育の量的拡大を支援
108箇所の施設整備・改修を実施し、3,796人の定員増
（※安心こども基金、保育所等整備交付金、保育対策総合支援事業費補助金の実
績の合計値）
・公立幼保連携型認定こども園初任者・１０年経験者研修の実施
（園外研修）初任者研修：年９回、１０年経験者研修：年６回
（園内研修（委託）初任者） 年３回

◎ 認定こども園の数 656か所 市町村の積み上げ 707か所 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

保幼こ小連携の推進 幼児教育推進指針の周知徹底

保幼こ小合同研修会等で、幼児教育推進指針を活用して保幼こ小の
連携の重要性を示し、認定こども園、幼稚園、保育所と小学校におい
て、教育内容などの連携がさらに深まり、子どもの現状把握や課題の
共有が行われるよう支援します。

0 0
幼稚園新規採用教員研修や10年経験者研修及び保幼小合同研修会で、幼児教育
推進指針の内容に基づき、幼保小の連携の重要性を指導した。

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

幼児教育・保育の無償化の円滑な
実施

幼児教育・保育の無償化（施設型
給付費等負担金等）

幼児教育・保育の無償化の円滑な実施のため、市町村間の意見交
換の機会を設けることや、制度等のきめ細やかな情報提供を行うこと
により、支給事務の円滑な実施を図ります。

0 0
支給事務を円滑に実施するため国からの通知やFAQを市町村に速やかに配付する
など、市町村を支援した。

◎
福祉部子育て支
援課

取組項目１８－（２）教育・保育にかかる人材の確保及び資質の向上

保育教諭確保のための資格等取
得支援事業

幼保連携型認定こども園の保育教諭等は、幼稚園教諭免許状と保
育士資格の両方の免許・資格を有する者とされています。幼稚園、保
育所から幼保連携型認定こども園への円滑な移行を促進するため、
いずれか一方の免許又は資格を有していれば保育教諭となることが
できる経過措置期間（平成27年度からの10年間）が設けられていま
す。この期間終了までに、幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資
格取得又は保育士資格を有する者の幼稚園教諭免許状取得を支援
することにより、子ども・子育て支援新制度の円滑な実施を図ります。

359 11,559
幼稚園教諭の保育士資格取得 1名
保育士の幼稚園教諭免許状取得 13名

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

潜在保育士確保事業

保育士・保育所支援センターを設置し、保育所等で就労していない保
育士（いわゆる潜在保育士）に対し、保育士登録簿を活用した働きか
けや、就職あっせん、現場復帰に必要となる研修や職場体験を行
い、再就職等への支援を行います。

11,624 13,007

保育士・保育所支援センターにおいて、復職応援セミナー、職場体験、求職相談等
を実施。
・セミナー参加者数 111人
・就業者数 175人
・登録者数 2,438人

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

国家戦略特別区域制度の活用（再
掲）

保育実技講習会による地域限定保育士試験を実施することにより、
保育士試験の受験者に多様な選択肢を提供し、府内における新たな
保育士資格取得者を増やす等、国家戦略特別区域制度を活用した
事業を推進します。

10,901 12,790 受験申請者数：1,281人 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

幼児教育フォーラム・幼児教育理
解推進事業・就学前人権教育研修
(再掲)

フォーラムや協議会等を通じて、効果的な取り組みの周知・普及を図
ることにより、認定こども園、幼稚園、保育所における教育・保育機能
の充実をめざします。

0 0
・就学前人権教育協議会： 7/10～7/31,10/12～10/30,2/1～2/22（参加者1333人）
・大阪府協議会：資料提供
・幼児教育推進フォーラム：11/10～11/27,2/16～3/5（参加者890人）

◎
就学前人権教育研修・幼稚
園教育理解推進事業（再
掲）

令和元年度：幼児
教育推進フォーラ
ム（園長等専門研
修）（参加300人）
大阪府協議会（参
加46人）
保育技術専門研
修（参加354人）
就学前人権教育
研究協議会（参加
451人）

フォーラム・協議
会等の継続

就学前人権教育
協議会(参加者
1333人)
幼児教育推進
フォーラム(参加者
890人)

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

保育所等障がい児保育士等研修
会の実施

保育所等における障がい児保育の実施に必要な知識及び技術に関
する研修を行い、障がい児保育を担当する保育士等の資質の向上を
図ります。

0 0
令和3年2月15日(月）WEB会議方式で実施（定員100名）
・障がいのある子どもをもつ保護者の理解と支援について（講義・グループワーク）

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

認可外保育施設の指導監督強化
事業

認可外保育施設の適切な運営を確保するため、施設職員等に対す
る研修を実施します。

67 222
・大阪府認可外保育施設職員研修会
→実施方法：ＷＥＢ視聴（YouTube上で実施※視聴環境が整わない受講者向けに上
映会を開催）

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

資質向上のための職員研修の充
実

教育・保育に携わる人材の確保〇

〇

基本方向3－1



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

個別の取り組み１９ ⼩学校・中学校・⾼校・⽀援学校等の教育⼒の充実・向上
取組項⽬１９－（１）⼩学校・中学校の教育⼒の充実

子どもの力をしっかり伸ばす学校
力の向上

スクール・エンパワーメント推進事
業

学力向上に向けた取り組みを市町村の中心となって進める学校や府
全体の学力課題の改善に向けた取組みを進める学校として、府内８
４小学校、４１中学校にスクール・エンパワーメント担当教員を配置
し、学力向上に向けた計画に基づく組織的な取り組みの好事例の収
集、効果的な取組みの普及を行う。

63 416

【学校支援】
市町村教委訪問44回（20市町村）
対象校訪問44回（20市町村44校）
学力向上担当指導主事会2回（5/26、8/27）
担当教員研修会2回（11/10、2/15～3/19WEB配信）
対象校への学校支援24回
市町村の学力向上担当者会での支援（19市町村）

○
教育庁市町村教
育室小中学校課

これからの社会で求められる確か
な学力のはぐくみ

市町村研修支援プロジェクト

授業づくりセミナーなどにおいて、大阪の授業STANDARDを基にし
て、言語活動の充実やICTを活用した授業づくり研修を実施します。こ
れらの研修を通して、思考力・判断力・表現力等をはぐくむ授業への
改善を促進します。

0 0
・市町村教育委員会の体系的な研修の実施を支援するため、「学習指導研修」、「支
援教育研修」、「人権教育研修」に、大阪府教育センター指導主事を研修講師として
派遣した。

◎ 市町村研修支援プロジェクト

市町村への研修
支援
（30年度）
60回、1,842人参
加

市町村の自立的
な研修実施をめざ
し、市町村が主催
で実施する研修
へは、喫緊の課題
等、内容の精選を
図りながら引き続
き支援していく。

市町村への研修
支援 28回（計886
人）
学習指導 ５回
 （106人）
支援教育 ３回
 （86人）
人権教育 20回
 （694人）

◎ 教育センター

小中学校における人権教育の推進
人権教育教材集・資料等を活用した実践に係る教員研修を実施しま
す。研究校において指導方法に係る調査研究を実施し、その普及を
図ります。

0 0

・市町村教育委員会と連携し、人権教育教材集・資料を活用した研修を実施した（11
月）。
・人権教育の実践や教材集の活用の報告を含む人権教育フォーラムを実施した（２
月）。

◎
人権教育教材集・資料等活
用率

活用率
小学校 99.0%
中学校 94.4%

活用率
小学校 100％
中学校  95％

活用率
小学校 100％
中学校 94.7％

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

道徳教育の推進

道徳科における多様な指導や評価、推進体制を構築するための研究
等を行い、小中学校における特色ある道徳教育の取組みの支援を行
います。また、道徳教育に関する研修会の実施、地域・家庭や中学
校区でともに進める道徳教育を推進します。
「こころの再生」府民運動の趣旨に沿った取組みを行います。

0 3,698

国事業を活用した「道徳教育推進事業」を実施予定であったが、国事業が新型コロ
ナウイルスの影響で中止となり、府の「道徳教育推進事業」が実施できなかった。
・各市町村教育委員会道徳教育担当指導主事研修会を3回実施（5月、10月、3月）
・公開講座においては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から各学校の現状
に応じて取り組んでおり、令和2年度については把握を行っていない。

★
教育庁市町村教
育室小中学校課

校種間連携の推進 校種間連携の強化
教育課程や指導方法について、保育所・幼稚園・認定こども園・小学
校・中学校・高校・支援学校を見通した取り組みや校種間の段差を解
消し円滑な接続を図るため、異なる校種間の研修交流を図ります。

0 0

教員間の連携について
幼保小連携した小学校:100%
小中連携した学校は小中とも:100%
中高連携した中学校:100%

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

取組項⽬１９－（２）⾼校等の教育⼒の向上

中退防止対策の推進

中退率の高い学校に中退防止コーディネーターを配置し、中高連携
の推進や校内組織体制づくりを進めます。
全府立高校が参加する中退防止フォーラムを開催し、中退防止に効
果をあげている学校の取り組みを発信します。
各校の事例や取り組みをまとめた事例集を作成します。

0 0

中退率の高い学校29校に中退防止コーディネーターを配置し、中高連携の推進や
校内組織体制づくりを進めた。中退防止フォーラム（令和2年度より名称変更：生徒
指導推進フォーラム）については新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止し
たが、資料配付と動画配信により、中退防止に効果をあげている学校の実践報告を
行った。

◎
府立高校（全日制の課程）
の中退率

1.2%（30年度）
（全国公立全日制
0.8％）

全国水準をめざす
0.9%
（全国公立全日制
0.5％）

◎
教育庁教育振興
室高等学校課

私立高等学校等授業料支援補助
事業(実質無償化)

生徒・保護者が公私を問わず自由に学校選択できるように、国の「高
等学校等就学支援金」と併せて「私立高等学校等授業料支援補助
金」を交付し、私立高等学校・専修学校高等課程の授業料の実質無
償化を図ります。

○就学支援金
22,305,512

○授業料支援補助金
13,558,338

○就学支援金
23,226,104

○授業料支援補助金
15,016,522

私立高等学校等に在学する生徒（大阪府内在住者）66,068人の授業料に充てるた
め、授業料支援補助金を105法人に交付した。（総額13,558,338千円）

◎ 教育庁私学課

英語教育推進事業

英語４技能のうち改善が必要なスピーキング力を向上させるため、ス
ピーキング教材・テストの開発、スピーキング指導を推進する教員養
成を行います。また、検討会議において教員の指導力と生徒の英語
力等について調査し、令和元年度以降の英語教育施策を策定しま
す。

H30で事業終了
教育庁教育振興
室高等学校課
教育庁私学課

英語教育推進事業
（「広がる」英語教育推進プロジェク
ト）

府立高校の生徒すべてが英語４技能をバランスよく身に付けることを
めざし、生徒の目標に応じた支援として、国内イングリッシュキャンプ
や海外研修等を実施します。また、全府立高校を対象に、授業改善
を推進する中核教員に向けた研修を実施します。

9,577 12,927

１ 教員の指導力向上
 ②課題に応じた指導法に関する研修は日程を変更した上で実施
  （9月11日（金）・11月2日（月）・11月16日（月）・11月24日（火））
２ 各学校のPDCAサイクルによるカリキュラム・デザインの確立
   英語スピーキング力測定ツール 年度末完成
３ それぞれの生徒の目標に応じた支援
 ①イングリッシュ・キャンプ 3月9日（火）実施
 ②海外の大学生との交流 3月16日（火）実施

◎
英語コミュニケーション能力
の育成

CEFR A2レベル相
当以上を達成した
府立高校3年生の
割合：41.4％（30年
度）

50%をめざす
（令和5年度）

48.5% ◎
教育庁教育振興
室高等学校課

大阪府立大学・大阪市立大学等授
業料等支援事業

親の経済事情や家庭の個別事情によって、大阪の子どもたちが進学
をあきらめることなくチャレンジできるよう、大阪で子育てをしている世
帯への支援として、国の高等教育の修学支援新制度に大阪府独自
の制度を加え、府大、市大及び府大高専の授業料等の支援を令和2
年度入学生から実施します。

724,861 2,102,487

府大・市大の学部・学域、大学院（修士・博士前期課程）及び府大高専（専攻科）に
在学する学生（1年生）のうち、家計の経済状況に関する要件等を満たした者に対し
て、授業料等の支援（減免）を実施。
【授業料等支援（減免）対象者（見込）】
 国制度 535人、248,321千円
 府制度 771人、476,540千円
 ※国・府両制度による支援対象者を含む

◎
府民文化部府民
文化総務課

グローバルリーダーズハイスクー
ルの充実

平成２３年４月に府立高校１０校をグローバルリーダーズハイスクー
ルに指定し、これからのグローバル社会をリードする人材を育成しま
す。毎年、各校の取り組みに対して、外部有識者によるパフォーマン
ス評価を行い、活性化を図ります。

20,669 26,872
グローバルリーダーズハイスクール10校共同で、大学見学会、課題研究の発表会な
どを実施した。また評価審議委員が、学校訪問や校長ヒアリングを実施し、10校の
取組みを評価した。いずれの学校も、高い評価を得た。

◎
グローバルリーダーズハイ
スクールの充実

現役での国交立
大学進学率：40.9%
（30年度）

現役での国公立
大学進学率を向
上する

現役での国交立
大学進学率：46.0%

◎
教育庁教育振興
室高等学校課

府立高等学校再編整備事業（エン
パワメントスクールの充実）

これまで取り組んできた学び直しの支援や社会で活躍する力を育む
教育のより一層の充実を図るため、教員の授業力向上のための研修
や情報交換を行います。また、専門人材を活用し、生活面での課題
を抱える生徒の就学を支援するとともに、キャリア教育を充実させ、
生徒の進路実現を支援します。

58,169 59,591

平成27年度から平成30年度に開校したエンパワメントスクール８校について、１年次
生を対象に実施している５教科の「学び直し授業」や、１～３年次生での「正解が１つ
でない問題を考える授業」等の充実を図るため、授業力向上を目的とした連絡会や
研修会を定期的に実施した。また、エンパワメントスクール各校に配置しているキャ
リア教育コーディネーターやスクールソーシャルワーカーの効果的な活用を図るた
め、各校の担当教員を対象とした研修や、情報共有のための連絡会を計２回実施
し、生徒の就学支援とキャリア教育推進に向けた学校体制の充実を図った。

◎
教育庁教育振興
室高校再編整備
課

互いに高めあう人間関係づくり

高校等の教育力の向上

活力あふれる府立高校づくり

基本方向3－2



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

教育振興に資する教育活動に対す
る助成

私立高校等が独自の建学の精神に基づき行っている教育振興に資
する教育活動経費に補助します。

52,729 50,870
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、多様な生徒へのケアに関する取組みを
重点的に支援した。

◎ 教育庁私学課

私立高等学校等授業料支援補助
事業(実質無償化)（再掲）

生徒・保護者が公私を問わず自由に学校選択できるように、国の「高
等学校等就学支援金」と併せて「私立高等学校等授業料支援補助
金」を交付し、私立高等学校・専修学校高等課程の授業料の実質無
償化を図ります。（再掲）

○就学支援金
22,305,512

○授業料支援補助金
13,558,338

○就学支援金
23,226,104

○授業料支援補助金
15,016,522

私立高等学校等に在学する生徒（大阪府内在住者）66,068人の授業料に充てるた
め、授業料支援補助金を105法人に交付した。（総額13,558,338千円）

◎ 教育庁私学課

取組項⽬１９－（３）⽀援学校の教育⼒の向上

専門性の向上
特別支援学校教員免許法認定講
習

教員の特別支援学校教諭二種免許状の取得を推進するため、免許
法認定講習を実施します。

1,977 2,481
堺市教育委員会と共催で3科目を開講し、のべ959人に単位修得証明書を発行し
た。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

取組項目１９－（４）すべての学校における支援教育の専門性の向上

支援教育コーディネーターを中心
とした校内支援体制の充実

支援教育コーディネーターを中心と
する校内支援体制の充実

小・中学校については、府教育委員会が府内全市町村を対象にした
学校訪問を行い、支援教育の推進状況を把握します。また、支援教
育コーディネーターを中心とする校内支援体制の充実に向け、市町
村教育委員会へ指導助言を行います。高等学校については、支援教
育コーディネーターを中心とする校内支援体制の状況を調査し、校長
に対して指導助言を行います。

0 0

支援学級の新設を行った市町村を中心に、小・中学校合わせて、府内の２１校を訪
問し、支援教育の推進状況を把握した。
また、「市町村支援教育担当指導主事会」を年５回開催し、校内支援体制の充実等
について指導・助言を行った。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

府立支援学校の地域におけるセン
ター的機能の発揮

支援教育地域支援整備事業

複数の支援学校が協力して巡回相談を行うなど、リーディングスタッ
フやコーディネーターの専門性を生かした地域支援が行える体制を
つくり、支援学校のセンター的機能のさらなる充実を図ります。
府内の各ブロックで行われる会議において、来校相談をはじめとする
地域支援体制について周知啓発を行い、情報共有や市町村教育委
員会との連携を強化します。

74,725 83,929

45校にリーディングスタッフを配置する等により、小学校・中学校等に支援等を行っ
た。
また、各市町村における支援教育推進のリーダーとなる「リーディング・ティー
チャー」の育成を図るため、支援教育専門講座（全６回中５回実施済）等を開催し
た。

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

府立高校における自立支援推進
校等の成果を活用した取り組みの
推進

高等学校支援教育力充実事業

府立高校に在籍する知的障がいや発達障がいのある生徒の支援の
充実のため、校内支援体制を整備するとともに、仲間づくり、教科指
導等のノウハウを有する自立支援推進校を支援教育サポート校と位
置づけ、ブロック会議や巡回相談等を実施し、その成果を府立高校
全体へ普及を進めます。

7,523 8,666

府内の高校に在籍する知的障がいや発達障がいのある生徒の支援の充実のため、校内
支援体制の整備や、仲間づくり、教科指導等のノウハウを有する自立支援推進校を支援
教育サポート校と位置づけ、訪問相談を行うとともに、各サポート校が主体となり、府内の
高校での支援の状況や課題を共有する「支援教育コーディネーター連絡会」を開催した。
 また、学校からの求めに応じ、専門家を派遣し、生徒のアセスメントと効果的な指導・支
援についての指導助言を実施した。

【令和２年度実績】
 相談件数 30校76件  講演・研修講師 ９件
 各区支援教育コーディネーター連絡会 ５回
 専門家派遣 27件

◎
教育庁教育振興
室支援教育課

個別の取り組み２０ 豊かな人間性や健やかな体をはぐくむ取り組みの推進
取組項目２０－（１）豊かな人間性をはぐくむ取り組みの推進

夢や志を持って粘り強くチャレンジ
する力のはぐくみ

「志（こころざし）学」の実施

すべての府立高校において、平成２３年度から「志（こころざし）学」を
教育課程に位置づけ、よりよい社会を創っていくという高い「志」を持
ち、人として充実した人生を送るために必要な「夢」をはぐくむ教育を
推進します。

0 0
社会で活躍している人たちの講話やインタビューなどをとおして、働くことの意義など
を考察しながら、自分の人生設計やライフデザインすることで、生き方を考え将来の
自分の姿に思いを馳せたり夢を語り合う取組をしている。

◎
教育庁教育振興
室高等学校課

民主主義など社会の仕組みに関す
る教育の推進

社会に参画し貢献する態度をはぐくむため、小中学校の社会科、特
別活動、総合的な学習の時間等において、民主主義など社会の仕組
みに関する教育の推進に努めます。

0 0
市町村教育委員会に対し、冊子「夢や志をはぐくむ教育」の活用を促した。ホーム
ページ掲載の実践事例集「民主主義など社会のしくみについての教育」について周
知し、その活用を促した。

★
教育庁市町村教
育室小中学校課

「志（こころざし）学」の実施(再掲)

すべての府立高校において、平成２３年度から「志（こころざし）学」を
教育課程に位置づけ、よりよい社会を創っていくという高い「志」を持
ち、人として充実した人生を送るために必要な「夢」をはぐくむ教育を
推進します。

0 0
地域の環境問題や高齢者支援団体、国際理解・多文化共生に取り組む団体などの
活動に参加し、地域や社会の発展に寄与する態度を育む取組を行っている。

◎
教育庁教育振興
室高等学校課

取組項目２０－（２）健やかな体をはぐくむ取り組みの推進

元気アッププロジェクト事業
体力づくりに向けた重点課題を定め、それに沿った種目の実施を奨
励し、その成果を発表するためのスポーツ大会を開催することによ
り、府内小学校における体力づくりの取り組みを支援します。

50 938

駅伝大会及びトップアスリートによる実技指導等により、大阪の子どもたちのスポー
ツへの興味関心を高め、運動習慣の定着を図ることを目的としたスポーツ教室を企
画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響で、中止した。次年度実施に向け
て準備を進めているところ。

★
元気アッププロジェクト事業
参加市町村

30市町村（30年
度）

参加市町村の拡
充

新型コロナのため
実施できず

★
教育庁教育振興
室保健体育課

運動習慣の確立支援
（運動ツールの開発）

楽しく体を動かすことができるような運動ツールを開発し、児童・生徒
が運動を好きになるような働きかけを行います。

0 0

運動ツール「めっちゃWAKUWAKUダンス」を普及促進させるため、府内イオンモール
９施設においてダンス発表会を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響
で中止となり、その代わりとして動画コンテストを実施した。（159団体・258チーム・の
べ2164名参加）

◎
教育庁教育振興
室保健体育課

学校・家庭・地域の連携による生
活習慣の定着を通した健康づくり

学校保健課題解決事業
児童生徒の学校保健上の課題を解決するため、教職員を対象に専
門医師を講師とした研修会等を実施します。また、保護者を委員とし
た学校保健委員会の設置と開催を推進します。

0 0

教職員を対象に専門医師を講師とした研修会については、思春期の薬物乱用につ
いて、精神科医から講義いただき、児童生徒の学校保健上の課題の解決に役立て
た。
保護者を委員とした学校保健委員会の設置率については、公立小学校は84.9％、
公立中学校は78.5％、公立高校は95.5％となり、昨年度から増加した。

○
保護者を委員とした学校保
健委員会の設置率（政令市
除く）

（30年度末実施
率）
公立小学校：79.9%
公立中学校：72.1%
公立高校  ：93.7%

100%
公立小学校：84.9%
公立中学校：78.5%
公立高校  ：95.5%

○
教育庁教育振興
室保健体育課

運動機会の充実による体力づくり

社会に参画し貢献する意識や態度
のはぐくみ

特色・魅力ある私立高校づくり

基本方向3－3



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

個別の取り組み２１ 地域の教育コミュニティづくりの支援
取組項目２１－（１）地域の教育コミュニティづくりの支援

学校支援地域本部等による学校
支援活動の促進

教育コミュニティづくり推進事業(学
校支援活動)

すこやかネットや学校支援地域本部等を中心に地域全体で学校教育
を支援する活動を促進します。

33,635 57,958 中学校区で地域による学校教育を支援する活動を推進した。 ◎
教育庁市町村教
育室地域教育振
興課

コーディネーター研修やボランティ
ア研修等の実施

教育コミュニティづくり推進事業
実践交流会やボランティア研修、コーディネーター研修等を実施し、
地域活動の核となる人材や参画する人材の育成拡充を図ります。

33,635 57,958 地域人材のスキルアップを図るため、研修会や交流会（4回）を実施した。 ◎
教育庁市町村教
育室地域教育振
興課

持続的な活動を支えるネットワーク
づくりの促進

教育コミュニティづくり推進事業
多様な活動団体（地域組織・ＮＰＯ・企業等）との連携を促進するた
め、連携活動の成功事例等を集約し、他地域の参考にできるよう情
報発信します。

33,635 57,958
多様な活動団体（地域組織・ＮＰＯ・企業等）との連携を促進するため、連携活動の
成功事例等を集約し、他地域の参考にできるようホームページで9事例情報発信し
た。

◎
教育庁市町村教
育室地域教育振
興課

個別の取り組み２２ 子どもの居場所づくり
取組項目２２－（１）子どもが健やかに過ごせる遊び場づくり

府立大型児童館ビッグバンの運営 大型児童館ビッグバンの管理運営

子どもの豊かな遊びと文化創造の中核拠点である大型児童館ビッグ
バンの運営を通して、子どもたちに健全な遊びを与え、情操を豊かに
するとともに、地域の遊びを振興・支援します。
また、令和３年度からの堺市への移管に向けて、協議を進めます。

153,754 0 入館者数：59,180人 ○
福祉部子ども室
子育て支援課

府営公園の管理運営
府営公園の管理運営を進め、緑地空間および青少年育成の場を提
供します。

2,154,677 1,347,275

府民の憩いや癒し、スポーツ・レクリエーション等の場として、府民の方々がいつでも
安全・安心に利用できるよう、公園施設の点検、補修を実施した。
あわせて、老朽化した服部緑地等の遊具改修を実施するなど、府営公園の適正な
管理運営を進めた。

◎
都市整備部都市
計画室公園課

企業との連携による冒険の森づくり
事業

企業が主体となって実施する、森林を利用して子どもを育てる「冒険
の森づくり」の取り組みに対し、プログラムの提供、活動場所のあっせ
ん等の支援を行います。

0 0 今年度はコロナ禍の影響により取組なし ★
環境農林水産部
みどり推進室森
づくり課

取組項目２２－（２）放課後等の子どもの居場所づくり

放課後児童健全育成事業
昼間保護者のいない家庭の小学生児童の健全育成を図るため、放
課後児童クラブの運営費を補助します。

3,421,545 3,789,081 補助実績：1,745支援の単位 ◎
福祉部子ども室
子育て支援課

放課後児童クラブ整備費補助金
地域における子育て支援を推進するため、放課後児童クラブの整備
を促進し、子育て環境の充実を図ります。

124,791 176,657
補助実績：304クラブ
（令和元年度からの繰越事業を含む）

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

放課後児童支援員等研修事業
放課後児童クラブ支援員の資質向上を図るため、資格付与及び資質
向上のための研修事業を実施します。

7,662 9,535

○認定資格研修
 回数：8回、修了者：522人
○資質向上研修
 回数：4回、受講者：708人

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

地域人材の活用等による子育て支
援の推進

子どもに対する遊びの指導、安全確保などを通じた、地域住民等に
よる子育て支援活動の機会が広がるよう、市町村関係機関へ子育て
支援に関心がある地域住民等の情報提供等に努めます。

0 0 令和2年度事業実施なし。 ★
福祉部子ども室
子育て支援課

放課後等の子どもたちの体験活動
や学習活動等の場づくり

教育コミュニティづくり推進事業
実践交流会やボランティア研修、コーディネーター研修等を実施し、
地域活動の核となる人材や参画する人材の育成拡充を図ります。

33,635 57,958

地域人材のスキルアップを図るため、研修会や交流会（4回）を実施した。
地域のボランティアの参画を得て、小学校区や府立支援学校で放課後や週末の子
どもたちの体験・交流活動や学習活動等を推進したが、新型コロナウイルスの影響
により実施を見合わせた地域もあった。

○
教育庁市町村教
育室地域教育振
興課

障がいのある児童の放課後等に
おける療育の支援

放課後等デイサービスの充実
障がい児の自立の促進及び放課後等の居場所づくりを推進するた
め、学校通学中の障がい児が放課後や長期休暇中に身近なところで
必要な訓練等を利用できるよう、事業所の確保に努めます。

0 0
○放課後等デイサービス事業所数
 ・実施の事業所数 897事業所（指定都市を除く）
 ・実施市町村数   40市町村（指定都市を除く）

○
福祉部障がい福
祉室地域生活支
援課

子どもの遊び場づくり

放課後児童クラブの充実

〇

〇
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

取組項目２２－（３）子ども食堂等の居場所づくり

公民連携による子どもの居場所へ
の支援

公民連携の取組を通じ、子どもの居場所への企業等からの物品提供
や体験活動への招待等を推進

2,350 2,487
・子ども食堂等子どもの居場所への支援を中心とした子どもの貧困対策への協力項
目を盛り込んだ包括連携協定を締結した各企業・団体等と連携事業を実施

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

食材の有効活用に向けたシステム
構築

民間企業から食材等の提供希望があった場合、市町村を通じて子ど
も食堂等に食材が提供できるシステムを構築

0 0

【流通対策室】未利用食品の有効活用のため、食品の提供希望があった企業につ
いて、食品ロス削減ワーキングチームで情報共有を実施
【子育て支援課】企業から食材等の提供希望があったものについて、市町村を通じ
て希望調査を行い、子ども食堂に提供

○

福祉部子ども室
子育て支援課
流通対策室

民間団体との連携による子ども食
堂での相談支援等

民間団体等関係機関と連携し、専門的知識をもった人材を子ども食
堂にボランティアとして派遣するなど、相談支援等を検討

0 0
・子ども食堂との連携事例（専門職員が子ども食堂を訪問し、子どもや保護者
を支援につなぐ等）を含む市町村の取組事例集の作成・公表を実施

◎
福祉部子ども室
子育て支援課

個別の取り組み２３ 子どもの人権を守る取り組みの推進
取組項目２３－（１）すべての子どもの人権が尊重される社会をつくる取り組みの推進

大阪府人権施策推進審議会の運
営

人権施策の推進に関して意見を聴くため、学識経験者等のうちから
委員を選定して開催しています。

0 0 開催回数：３回 ◎
府民文化部人権
局人権企画課

人権教育教材の作成
家庭や学校、地域など多様な場において人権教育が実施されるよ
う、人権教育の指導者やリーダーを対象とした参加体験型の教材を
作成します。

0 0
府関係部局・府内市町村・社会福祉協議会・学校・図書館等への配布や、府内市町
村と連携した参加体験型講座の開催等を通じて、人権教育教材の普及、活用を行っ
た。

◎
府民文化部人権
局人権企画課

取組項目２３－（２）ルールを守り、人を思いやる豊かな人間性のはぐくみ

生命を尊重する心や規範意識等
の育成

道徳教育推進事業

子どもたちの生命を尊重する心や規範意識の育成に努めます。
新学習指導要領を踏まえた効果的かつ多様な指導や評価、推進体
制を構築するための研究等を行い、小中学校における特色ある道徳
教育の取組みの支援を行います。また、道徳教育に関する研修会の
実施、地域・家庭や中学校区でともに進める道徳教育の推進します。
また、引き続き、「こころの再生」府民運動においても啓発を行いま
す。

0 3,698

国事業を活用した「道徳教育推進事業」を実施予定であったが、国事業が新型コロ
ナウイルスの影響で中止となり、府の「道徳教育推進事業」が実施できなかった。
・各市町村教育委員会道徳教育担当指導主事研修会を3回実施（5月、10月、3月）
・公開講座においては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から各学校の現状
に応じて取り組んでおり、令和2年度については把握を行っていない。

★ 道徳教育推進事業

＜30年度実績＞
道徳の時間を公
開
（小学校：99.8％
中学校99.6%）
道徳教育公開講
座を実施
（小学校：60.0％
中学校:58.9％）

「特別の教科 道
徳」の授業公開
小中学校:100%

↑新型コロナウイ
ルスの影響で実
施できず。

★
教育庁市町村教
育室小中学校課

自他を尊重し、違いを認め合う豊
かな心の育成

小中学校における人権教育の推進
(再掲)

人権教育教材集・資料等を活用した実践に係る教員研修を実施しま
す。研究校において指導方法に係る調査研究を実施し、その普及を
図ります。（再掲）

0 0

・市町村教育委員会と連携し、人権教育教材集・資料を活用した研修を実施した（11
月）。
・人権教育の実践や教材集の活用の報告を含む人権教育フォーラムを実施した（２
月）。

◎
人権教育教材集・資料等活
用率(再掲）

活用率
小学校 99.0%
中学校 94.4%

活用率
小学校 100％
中学校  95％

活用率
小学校 100％
中学校  94.7％

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

すべての子どもの人権が尊重され
る社会づくり

子ども食堂等の運営支援
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

取組項⽬２３－（３）いじめや不登校等の⽣徒指導上の課題解決に向けた対応の強化

いじめ解消に向けた総合的な取り
組みの推進

児童生徒支援総合対策事業

いじめの未然防止や早期発見に向けた的確な実態把握や相談体制
の充実を図るとともに、校長のリーダーシップによる迅速な対応を図
るため、「いじめ対応マニュアル」（平成２４ 年１２ 月）や「５つのレベ
ルに応じた問題行動への対応チャート」（平成２５年８月）の活用を推
進するとともに専門家を市町村教育委員会や学校へ派遣し事案解決
に向けた市町村教育委員会・学校の対応力を高める支援を行いま
す。

23,155 0
・スクールロイヤーを含む緊急支援チームの派遣
 131回
 （※事業終了 Ｒ2 より別事業）

いじめの解消率等

<30度実績>
・スクールロイ
ヤーの派遣回数：
100回
・いじめの解消率
（小学校：91.1%、
中学校：80.1%）

・市町村学校支援
チーム（仮称）の
充実
・学校の対応力の
向上
・いじめ解消率
100％

- -
教育庁市町村教
育室小中学校課

スクールカウンセラー配置事業

スクールカウンセラー（臨床心理士）を全公立中学校に配置し、併せ
て中学校区の小学校における教育相談を実施することにより、児童・
生徒の心のケアや保護者等の悩み相談、教員への助言・援助等を
行い、学校教育相談体制の一層の充実を図ります。

374,221 430,939

府内全中学校285校にスクールカウンセラーを配置
スクールカウンセラー連絡協議会3回
スクールカウンセラーチーフ・スーパーバイザー会議3回
スクールカウンセラー配置事業に関わる連絡会1回（2月実施）
《相談件数》
のべ 103,631件（直接相談のみ）
内訳 児童生徒  19,578人
    保護者 12,926人
    教職員 71,127人

◎
スクールカウンセラー配置事
業

<30度実績>
・スクールロイ
ヤーの派遣回数：
100回
・いじめの解消率
（小学校：91.1%、
中学校：80.1%）

スクールカウンセ
ラーによる学校教
育相談体制の充
実

相談人数
・小学校 19046人
・中学校 93038人

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

スクールソーシャルワーカー配置
事業（再掲）

市町村教育委員会に対して、スクールソーシャルワーカーを政令・中
核市を除くすべての中学校区に配置できるように支援し、児童・生徒
に福祉的観点からの支援を行うとともに、福祉関係機関等とのネット
ワークの充実を図ります。（再掲）

50,733 74,648

府内全中学校区にスクールソーシャルワーカーを配置できるよう市町村を支援
スクールソーシャルワーカー連絡会5回
スクールソーシャルワーカー育成支援研修5回
スクールソーシャルワーカースーパーバイザー会議4回
《相談件数》
・相談件数：延べ29,821件
・校内及び連携ケース会議へのスクールソーシャルワーカー参加ケース数3,592件

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

教育振興に資する教育活動に対す
る助成

私学団体による相談窓口の運営のほか、私立学校に対して、スクー
ルカウンセラーの配置など、いじめ等の問題の解決に向けた適切な
取り組みを求めていきます。

52,729 50,870
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、多様な生徒へのケアに関する取組みを
重点的に支援した。

◎ 教育庁私学課

中学校における生徒指導体制の
強化

中学校における生徒指導体制の強
化

国の加配定数を活用して、こども支援コーディネーターの拡充等、校
内における様々な活動をコーディネートする中で、学校全体の指導体
制の充実と関係機関との連携による総合的な問題解決機能の向上
を図ります。
また、教員の生徒指導に関する力量の向上を図るため、生徒との適
切な関わり方や、警察などの関係機関との連携のあり方、小学校・中
学校・高等学校・支援学校間の連携等について、実践的な研修を実
施します。

0 0
・全小中学校生徒指導担当教員対象連絡会1回（オンデマンド）
・こども支援コーディネーター研修会3回
・指導主事による学校訪問126校2回

◎
中学校における生徒指導体
制の強化

・全小中学校生徒
指導担当教員対
象連絡会
・こども支援コー
ディネーター研修
会3回

生徒指導体制の
強化に向けた計
画的な教員研修
の実施

・全小中学校生徒
指導担当教員対
象連絡会（オンデ
マンド）
・こども支援コー
ディネーター研修
会3回（うち1回は
オンデマンド）

◎
教育庁市町村教
育室小中学校課

取組項目２３－（４）体罰等の防止

府立学校において、アンケート「安
全で安心な学校生活のために」を
実施

年２回、アンケート調査を実施することにより、体罰の早期発見につ
なげます。

0 0 すべての府立学校において、アンケートを実施し、早期の事象解決に取り組んだ。 ◎
教育庁教育振興
室高等学校課：
生指Ｇ

「被害者救済システム」等の相談窓
口の活用

児童・生徒からの訴えや教員等との関係の悩みを相談することがで
きる窓口の設置等、校内体制を整備します。
また、「被害者救済システム」の活用など第三者性を活かし、被害を
受けた子どもたちの立場に立った解決・救済を図ります。

4,021 4,031

被害者救済システム等の相談窓口の活用に向けて、「安全で安心な学校生活のた
めに」アンケート等を通して生徒、保護者への周知を図った。

評価委員会３回
《相談件数》
電話相談：572件
面接相談：34件

◎

教育庁教育振興
室高等学校課
教育庁市町村教
育室小中学校課

私立学校における体罰等の防止
に向けた取り組み

体罰等の防止

体罰等の防止に向けた府教育委員会等の取り組みを情報提供し、私
立学校や私学団体に対して教職員による体罰等の防止に向けた研
修などの取り組みを働きかけ、支援するとともに、被害を受けた子ど
もの立場に立った解決が図られるよう、私立学校に適切な対応を求
めていきます。

0 0
文部科学省の調査により、府内私立学校における体罰の実態を把握するとともに、
私立学校校長会において注意喚起を実施しました。

◎ 教育庁私学課

児童・生徒への支援・相談の取り
組みの推進

速やかな事象解決に向けた校内
体制の整備
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

個別の取り組み２４ ⼦どもの安全の確保や⾮⾏など問題⾏動の防⽌
取組項目２４－（１）子どもの安全確保の推進

設置数
977小学校区/978
小学校区（設置率
99.9%）

977小学校区/978
小学校区（設置率
99.9%）

◎

青色防犯パトロール台数

青色防犯パトロー
ル台数
1,189台（うち、民
間団体のもの833
台）

青色防犯パトロー
ル台数
1,147台（うち、民
間団体のもの800
台）

○

ドライブレコーダー設置補助
台数

令和元年
予定87台
目標100台

令和2年度
目標 200台

令和3年度
目標 200台

補助台数
41台

★

「こども110番の家」協力家
庭・事業所等の軒数

169,140軒 20万軒 170,331軒 ○

「動くこども110番」協力車両
台数

112,661台 15万台 112,610台 ○

子どもに対する性犯罪の刑期満了
者に対する社会復帰支援

１８歳未満の子どもに対して一定の性犯罪を犯し、服役を終えて刑期
が満了した方に対して、再犯防止に向けた専門プログラムや、社会
生活サポート等の社会復帰支援を行います。

13,625 19,192
大阪府子どもを性犯罪から守る条例に基づき、15名の届出があり、うち3名に対し社
会復帰支援を行った。

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
治安対策課

効果的な広報啓発の取り組みの推
進

子どもの安全確保にかかる広報啓発や情報発信を行い、社会全体
で子どもを守る気運を醸成します。また、新たに府内の企業や団体と
連携して、子どもを犯罪から守るための広報啓発の取り組みを進め
ます。

0 0
・防犯ブザーの配付
協賛企業から防犯ブザー７万個の寄贈を受け、希望した小学校の令和３年度新一
年生に配付した。

○

政策企画部青少
年・地域安全室
治安対策課

子どもの安全見まもり隊

子どもの安全見まもり隊は、通学路等における登下校時の子どもの
安全対策として、PTA、自治会等の方々を構成メンバーに府内全小
学校区に設置済みであり、今後は特色ある活動に取り組む団体に対
し市町村とともに補助を行うなどにより活動の活性化を図ります。

0 0
子どもの安全見守り活動をする防犯ボランティアと合同でパトロールを実施し、当該
活動を課公式ツイッターで発信したり、同活動を含む特色ある防犯活動に取組む防
犯ボランティア団体に対し、知事表彰を送り、活動の活性化を図った。

○

政策企画部青少
年・地域安全室
治安対策課

安まちメール等を活用した子ども安
全対策の推進

子どもに対する声かけ等事案の発生情報及び防犯対策情報を、「安
まちメール（携帯電話等へのメール配信システム）」や府警ホーム
ページを活用してリアルタイムに提供することにより、自主防犯意識
を高め、子どもの犯罪被害を防ぎます。

22,418 22,571

安まちメール、ツイッター及びユーチューブを活用し、迅速かつタイムリーに、子ども
に対する犯罪発生情報や防犯の対策情報を配信することで、保護者や子どもに対
する注意喚起を図るとともに、府警ホームページに犯罪発生マップを掲載し、自主防
犯意識の高揚を図りました。また、大阪府内の小学校、幼稚園等に対し、安まちメー
ルの登録勧奨に関するチラシを送付するなど、安まちメールの登録勧奨を推進しま
した。

◎
府警本部
府民安全対策課

子どもに対する犯罪の未然防止対
策

子どもが被害者となりやすい犯罪を未然に防止するため、危険箇所
に対する警戒活動、防犯教室、広報啓発活動等を実施するほか、声
かけ等行為の段階で行為者に対する指導・警告を積極的に実施し、
子どもに対する犯罪を未然に防止します。

小学校において、リモート形式による防犯教室を行ったほか、不審者侵入訓練や誘
拐被害防止についての映像資料を配付し、犯罪の未然防止対策を行いました。
また、声かけ等行為の段階で行為者に対する指導・警告を積極的に実施し、犯罪の
未然防止を図りました。

◎
府警本部
府民安全対策課

まちぐるみによる子ども安全対策
の推進

登下校時間帯の通学路等における、地域住民による子どもの安全を
見守る活動の継続・活性化を図るほか、それ以外の時間帯、場所に
おいて地域住民、事業者、自治体、学校及び警察が連携した、まちぐ
るみでの子どもを見守る活動を促進します。

警察OBを大阪府警察スクールサポーターとして雇用し、府内の各小学校区で行わ
れている地域住民による子どもの安全見まもり隊活動を支援して活動の継続・活性
化を行いました。
また、「登下校防犯プラン」に基づき、関係機関・団体等と登下校時における防犯対
策について意見交換・調整を行う「地域の連携の場」の構築を推進するとともに、学
校との不審者情報の共有、学校・自治体と合同点検等を行い、まちぐるみで子ども
を見守る活動を促進しました。

◎
府警本部
府民安全対策課

子どもを犯罪から守るモデル地区
活動

府下６３警察署において、小学校区１校区以上を指定し、地域住民、
自治体、学校及び警察が連携して、通学路や公園等における安全点
検を行い、暗がり等犯罪の要因となっている箇所の改善・整備を図る
など、子どもを犯罪から守る活動を推進します。

12,287 15,634

府内の63小学校区をモデル校区として指定し、合同パトロール、安全点検等を実施
しました。
また、子どもの防犯リーフレットを作成したほか、見守り活動についての紹介する動
画をホームページに掲載する等して、まちぐるみで子どもを見守る活動を促進しまし
た。

◎
府警本部
府民安全対策課

福祉犯の取締りの強化
児童買春・児童ポルノ事犯等の少年の福祉を害する犯罪の取締りを
強化し、被害児童の救出保護を図ります。

令和２年中における福祉犯検挙人員：６３０人
 （うち児童買春・児童ポルノ法違反検挙人員：２２２人 ）

◎ 府警本部少年課

性暴力被害にあった子どもへの支
援

民間被害者等支援団体、医療機関及び警察などと連携し、被害に
あった子どもが安心して適切な支援を受けることができるよう取り組
みます。

128 512

・「性暴力被害者支援ネットワーク」による医療支援（拠点病院を含む11病院による
体制）
・各相談窓口が検索できるQRコード記載の啓発カードを作製。庁内ラック等での配
架や講演会等の機会を活用し生徒や学生への直接配付。

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
治安対策課

子どもの安全確保の推進〇

◎

府警本部
府民安全対策課
政策企画部
青少年・地域安

全室
治安対策課

行政、学校、地域
が連携し、地域安
全センターや、青
色防犯パトロール
等の一層の活性
化を図る
地域安全センター
については、府内
978小学校区のう
ち、978小学校区
(100%)の設置をめ
ざす（令和2年度)

こども１１０番運動

「こども１１０番」は、子どもたちがトラブルに巻き込まれそうになったと
き、助けを求めることができるように、地域の協力家庭が「こども１１０
番の家」の旗等を掲げたり、「こども１１０番」ステッカーを貼った事業
用の車両が「動くこども１１０番」として地域を走って、子どもを保護し
たりすることにより、子どもたちを犯罪から守ります。

0 0

・令和３年４月末現在の登録数
「こども１１０番の家」協力家庭・事業所数：170,331軒
「動くこども１１０番」協力車両台数：112,610台

・「こども１１０番月間」（８月）に府内各所において市町村や事業者等の協力のもと、
啓発物品の配布やポスターの掲示、広報誌等への掲載などの広報啓発活動を実施
した。

○

政策企画部青少
年・地域安全室
治安対策課

地域防犯力の向上

市町村において、小学校の余裕教室等を活用し、地域防犯活動拠点
として「地域安全センター」の整備を促進し、防犯活動のネットワーク
化を図り、学校、地域住民、行政が連携した取り組みを推進します。
さらに、ボランティア団体等が、青色回転灯をつけたパトロール車（以
下、青パト）で、地域を巡回し、長時間・広範囲での子どもの見守り活
動や防犯活動を実施する等、地域を見守る活動の一層の活性化を
図ります。また令和元年度より、市町村が青パトへ設置・配布するドラ
レコに対する「補助事業」を実施し、動く防犯カメラとして児童登下校
時の見守り力の向上を目指します。

・地域安全センターについては、令和元年度末、府内全小学校（978校）に設置完了
しました。（令和3年4月の統廃合により、令和3年4月時点の小学校区数は973校区）

・子どもの安全見まもり隊や青色防犯パトロール隊に対する助言・指導を積極的に
実施し、地域における自主防犯活動のさらなる活性化を図りました。

0 0
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項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

取組項⽬２４－（２）⾮⾏など問題⾏動を防ぐ施策の推進

小学校高学年等に対する非行防
止・犯罪被害防止教室の推進

大阪府内の小学生（高学年）を対象に、非行防止・犯罪被害防止教
室を実施し、少年の規範意識の醸成を図るとともに、犯罪被害防止
のための取り組みを推進します。

54,686
（再掲）

 
(12,287の内数)

（再掲）

59,054
（再掲）

(15,634の内数)
（再掲）

府内１０カ所の少年サポートセンターにおいて、府内の小学校５年生に対する非行
防止・犯罪被害防止教室を行い、少年の規範意識の醸成に努めました。（令和２年
４月から令和３年３月末までの実施率83.0％）

◎
小学校高学年を対象とした
非行防止・犯罪被害防止教
室の実施小学校の割合

＜30年度実績＞
99.3%

100%実施をめざす 83.0% ◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課
府警本部少年課

少年サポートセンター等における非
行防止活動の推進

関係機関・団体と連携し計画的な街頭補導活動を推進します。
また、非行の前兆ともなりうる不良行為等の問題行動の原因を早期
に発見するため、少年相談、資質調査による非行原因の調査、調査
結果に基づくカウンセリング指導など、少年や保護者等に対するきめ
細かな指導・助言等を行います。

（12,287の内数） （15,634の内数）
令和２年中の不良行為少年の補導状況：５０，１２６人
令和２年中の少年サポートセンター等における保護者等相談受理件数：１，６０４件
令和２年中の心理判定実施状況：６４６回

◎
府警本部少年課

少年サポートセンター等における立
ち直り支援事業

補導された少年や、子ども家庭センターや学校などで相談を受けて
いる少年のうち、体験活動等を通じた立ち直り支援が必要と判断した
少年に対して、様々な体験活動プログラムや福祉専門的プログラム
を実施します。非行が進んでいない初期的段階の触法少年に対し
て、学校や保護者と連携を図るとともに、継続的な面接指導を実施し
て少年の立ち直りを支援し、再非行防止活動を推進します。

54,686
（再掲）

59,054
（再掲）

１０カ所の少年サポートセンターの育成支援室（青少年課）において、個々の少年に
応じた面談やソーシャルスキル・トレーニング等のプログラム、学習や社会貢献活
動、野外活動等のの立ち直り支援を実施した。（立ち直り支援回数：1,131回、参加延
べ人数：1,134人）

◎
刑法犯少年の検挙・補導人
員

＜30年度実績＞
2,804人

減少 2,313人 ◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

地域と連携した少年非行問題解決
活動の推進

少年の健全育成に携わる関係機関や団体あるいは民間ボランティ
ア、地域住民等で構成する少年健全育成ネットワークにおいて、具体
的な事案・課題等を検討する会議を開催するとともに、個別の課題に
応じて関係機関等の実務担当者で構成する「少年健全育成サポート
チーム」を編成し、連携した対応により少年非行問題の解決にあたり
ます。

（12,287の内数） （15,634の内数）
新型コロナウイルスの影響により、少年健全育成サポートチーム活動はなかったも
のの、地域の中で問題となっている少年問題について、学校、教育委員会等の関係
機関、少年警察ボランティア、管轄警察署等と連携して、問題解決を図りました。

◎ 府警本部少年課

地域社会が一体となった非行防止
対策の推進

少年が利用する機会が多い娯楽施設を営む営業者からの自主的な
申請に基づき、その営業所を少年非行防止協力店として指定するこ
となどにより、地域社会が一体となった非行防止活動を推進します。

（12,287の内数） （15,634の内数）
令和２年中の新規指定店舗数 ４店舗
（令和２年末時点 ３５４店舗) ◎

府警本部少年課

少年柔剣道の活動を通じた少年健
全育成の推進

関係団体及び地域住民と連携して少年に柔道や剣道を指導する活
動を通じて、少年の非行防止と健全育成の推進を図ります。

（12,287の内数） （15,634の内数） 令和２年度は、新型コロナウイルスの影響により、少年柔剣道活動を停止しました。 ★ 府警本部少年課

少年非行防止活動ネットワーク事
業

少年非行の防止と少年が犯罪に巻き込まれることを防ぐことを目的と
して、地域のボランティア等による少年非行防止活動ネットワークの
定着化や活動活性化に向けた支援を行います。

0 0
・H30年度に全市町村でのネットワーク構築済み
・関係機関と連携のうえ、地域で行われる街頭巡回時における同行指導、研修講師
などの活動支援を実施。

◎
政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

薬物乱用防止対策の推進
覚醒剤や大麻、危険ドラッグなどの薬物乱用を防ぐため、子どもたち
に薬物に関する正しい知識を伝える薬物乱用防止活動を推進しま
す。

2,783 4,364
子どもたちに薬物に関する正しい知識を伝えるため、府教育庁等と連携し、府内小・
中・高校での薬物乱用防止教室の開催支援を行った。

◎
健康医療部
生活衛生室薬務
課

非行など問題行動を防ぐ施策の推
進

基本方向3－8



項目 現状
（令和元年度当初）

目標値
（6年度末）

令和２年度
実績値 評価

令和３年度予算額
（千円） 令和２年度の取り組み状況 自己評価 担当課

少子化
対策
関連

具体的取組 事業名 事業内容 令和２年度決算額
(千円)

個別目標

個別の取り組み２５ ⻘少年の健全育成の推進
取組項⽬２５－（１）⻘少年を取り巻く社会環境の整備（⻘少年健全育成条例の運⽤）

インターネット利用環境の整備
インターネット上の有害情報閲覧防
止に係る努力義務

保護者や事業者等に対して、判断能力が未熟な青少年がインター
ネット上の有害情報を視聴しないための対応及び青少年のネット・リ
テラシーの向上に関する努力義務を定めた条例遵守を図ります。

259 130
フィルタリング利用を啓発するチラシ等を各市町村等を通して配布。
（のべ13団体、2,570部）

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

携帯電話端末等による有害情報
の閲覧防止の取り組み及び教育・
啓発

有害情報を遮断するフィルタリング
の利用促進及び青少年のインター
ネット利用に関する教育及び啓発
活動の推進

携帯電話事業者や府警、府教委等と連携して、青少年や保護者に対
してフィルタリングサービスの周知徹底を図るとともに、青少年が自ら
考えてインターネットを適切に利活用できるよう、教育啓発活動を展
開します。

0 0

○条例遵守状況を調査するため、携帯電話販売店に立入調査を実施。
＜調査店舗93店舗、違反店舗なし＞

○ネットリテラシーの向上に向けた取組として、大阪の子どもを守るネット対策事業
を実施。
・ＯＳＡＫＡスマホサミット2020の開催
 8月から児童・生徒向けワークショップを2回、7月から保護者向けワークショップを2
回開催し、スマートフォンの賢く適切な利用についての方策を議論。12月にスマホサ
ミット2020を開催。（参加校６校、来場者約100人）
・ＯＳＡＫＡスマホアンケートの実施
 6月に青少年のスマホ利用実態を把握するためのスマホアンケートを実施（約2万7
千人）
○スマホSNS安全教室の実施（3,157名受講（防犯ボランティア講師分のみ））
・スマートフォンやSNSの利用に伴う各種トラブルから青少年を守るため、児童・生徒
と教職員等の指導者を対象に具体的なトラブル事例とその回避策についての研修
を実施
・ネットトラブルの低年齢化に対応するため、府警本部サイバー犯罪対策課と連携
し、主に小学生を対象に年齢の近い大学生（防犯ボランティア）が講師となり出張講
座を実施

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

有害図書類・有害玩具刃物類への
規制

有害図書類・有害玩具刃物類への
規制

青少年にとって有害な図書類や玩具刃物類の青少年への閲覧・販売
等を禁止した条例遵守のため、事業者への立入調査等を行います。

0 0
有害図書類の区分陳列等の実施状況について調査を実施
＜調査店舗：419店舗＞

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

青少年の夜間立入制限施設への
規制

青少年が夜間に利用しなければならない必然性に乏しい青少年夜間
立入制限施設に対して、定期的に立入調査を行うなど条例遵守の徹
底に努めることで、青少年の非行防止及び犯罪に巻き込まれない対
策を進めます。

0 0

ミナミ地区で、夜間立入制限施設に対する随時立入調査を実施。
 実施体制：青少年課
 調査店舗数：14店舗
 指導状況：立入禁止掲示義務違反、図書類区分陳列違反 3件（指導改善済み）

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

夜間に外出させない保護者の努力
義務

青少年を夜間に外出させない保護者の努力義務について周知徹底
を図り、保護者の無関心を防止し、青少年を非行行為や犯罪被害か
ら守ります。

0 0 府内各市町村等に啓発物等を配布し、夜間外出の注意喚起を実施。 ◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

有害役務営業（いわゆる「ＪＫビジ
ネス」）を営む者への規制

有害役務営業（いわゆる「JKビジネ
ス」）を営む者への規制

青少年に悪影響を及ぼすおそれのある有害役務営業（いわゆる「JK
ビジネス」）に青少年を従事させること等を禁止した条例遵守のため、
事業者への立入調査等を行います。

0 0 条例に定めた処罰規定により、随時適切に対応。 ◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

取組項⽬２５－（２）⻘少年の健全な成⻑を阻害する⾏為からの保護（⻘少年健全育成条例の運⽤）

青少年に対するわいせつ行為や勧
誘行為等への規制

青少年に対するみだらな性行為やわいせつな行為及び違法行為等
への勧誘等については、条例で処罰規定を設けており、青少年を犯
罪の被害者にも加害者にもさせない対策を進めます。

0 0 条例に定めた処罰規定により、随時適切に対応。 ◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

児童ポルノ等の提供を求める行為
への規制（自画撮り被害の防止）

青少年に対し、当該青少年に係る児童ポルノ等の提供を求める行為
を禁止しており、この規制の適切な運用により、いわゆる「自画撮り被
害」を未然に防ぎます。

0 0
ホームページに掲載する等により、子どもの性的虐待の記録の製造及び流通防止
に向けた啓発を推進。

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

取組項⽬２５－（３）⻘少年の健やかな成⻑を促進

青少年団体等と協働した青少年の
健全育成の推進

青少年育成大阪府民会議における
府民運動の展開

青少年問題の重要性を鑑み、広く府民の総意を結集するとともに、青
少年関係機関や団体の連携により青少年の健全育成を図ります。

453 1,167

青少年健全育成運動の取組の一環として、「大人が変われば、子どもも変わる運
動」や「こども110番」運動を推進するとともに、青少年の社会参加活動及び地域活
動を促進するため、「中学生の主張」や「青少年賞」等を実施。
「中学生の主張」（応募：11市、17校、558編）

◎

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

府立青少年海洋センターの運営
府立青少年海洋センターの運営を通じて、府内の子どもたちにカヌー
等の体験活動の場を提供するとともに、府内の青少年育成団体と連
携して、様々な体験活動の機会を提供します。

159,671 121,815 令和2年度利用者数：26,787人（宿泊：7,106人、日帰り19,681人） ○

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

公共建築設計コンクール「あすなろ
夢建築」事業

小規模な公共建築物を題材として、府内高校生・専修学校生等から
アイデアを公募し、最優秀作品に選定された作品の提案趣旨を活か
して事業化を図ることによって、永く府民に愛され親しまれる公共建
築づくりの推進とともに、青少年に夢を与え、将来の建築技術者とな
る青少年の育成を図ります。

60 60

「緑陰で憩う」をテーマに、大阪府営服部緑地内の休憩所を本コンクールの課題と
し、
実施した。
応募作品数242点（うち 高校生の部：80作品、専修学校生等の部：162点）の中から
入選作品10点を選出し、表彰式及び受賞者による作品プレゼンテーションを開催。
応募作品数：242人
応募者数：261人

◎
建築部公共建築
室計画課

青少年活動の促進
府立男女共同参画・青少年セン
ター（ドーンセンター）の運営

府立男女共同参画・青少年センターを通じて青少年活動に関する情
報発信及び活動の場を提供します。

0 0 令和2年度来館者数：112,976人 ○

政策企画部青少
年・地域安全室
青少年課

様々な体験活動機会の提供

青少年の夜間外出制限の取り組
み

青少年の性的搾取への規制

基本方向3－9


